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序     文 
 

ホンジュラス共和国は 1990 年代より地方分権化による貧困削減と地方開発を推し進めていま

す。しかし、国内の大部分の自治体は人口 1 万人未満の小規模自治体であり、財政、人員、行政

能力ともに不足しているのが実情です。そのため、地方分権化に伴って地方に移譲される権限や

資金を有効に活用し開発に生かしきれていないことが課題となっています。 
「西部地域・開発能力強化プロジェクト」は、住民主体の開発プロセスを担う地方自治体の能

力強化をめざした案件です。対象地域は、中央政府を巻き込みつつも、貧困が最も深刻なホンジュ

ラス共和国の西部地域です。スペイン語のプロジェクト名の頭文字をとって FOCAL と通常呼ば

れている本プロジェクトは、地域の実情や課題を住民参加型で戸別調査し、それに基づいて地域

参加型開発計画を策定し、そのなかで優先順位が高い事業を上述の制度を活用して実施するとい

う一連のプロセスを実施できるよう市の能力強化を図ったものです。本案件の特徴は、選挙ごと

に市長以下職員が交代する中南米の習慣のなかでプロジェクト効果の持続性を図るために、選挙

の影響を受けにくい市連合会を持続的な技術支援機関として能力強化を行ったことです。プロジェ

クトは 2006 年 9 月に始まり、途中、中央機関からの資金ディスバースの滞り等によるプロジェク

ト期間の 20 カ月延長を経て、2010 年 10 月に終了を迎えます。 
プロジェクト終了を半年後に控えた 2010 年 4 月に、当機構公共政策部行政機能課長をはじめ 5

名の日本側調査団が現地を訪問し、ホンジュラス共和国側の評価委員とともに本件プロジェクト

のこれまでの活動実績、進捗状況について、総合的な評価を行いました。 
2009 年の 6 月の政変、及び、2010 年 1 月の政権交代がどのようにプロジェクトに影響を与えて

いたかが懸念されましたが、現地では新政権下で分権化を通じた国家開発の機運が高まっており、

自治体の能力強化を図った FOCAL の成果の持続と普及に向けて積極的な姿勢が見受けられまし

た。西部のプロジェクト地域においても、カウンターパートであるイギート市連合会が、対象市

における選挙による市長や職員の交代にもかかわらず、再研修などで引き続き支援を実施してい

く方針が確認されました。FOCAL が今後も現地に根づくかどうかについて判断するには時期尚

早ではありますが、その可能性が十分感じられる現地調査となりました。 
上記を裏づける評価結果はプロジェクトへの提言とともにミニッツに取りまとめられ、日本・

ホンジュラス共和国双方の評価委員の合意の下に、署名・交換が行われました。 
本報告書は、同評価調査及び協議結果を取りまとめたものであり、今後の技術協力事業を効果

的・かつ効率的に実施していくための参考として、活用されることを願うものです。 
本調査にご協力とご支援を頂いた関係者各位に対し、心より感謝申し上げます。 
 
平成 22 年 5 月 
 

独立行政法人国際協力機構 
公共政策部長 中川 寛章 
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プロジェクト位置図 
 

プロジェクト対象地域： 
ホンジュラス共和国・西部地域（コパン県、オコテペケ県、レンピーラ県） 
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社会開発省（SDS）インタビュー（テグシガル

パ） 

ラ・ウニオン市長・市職員・住民代表インタ

ビュー 

 

パイロット浄化槽事業視察（サン・アグステ

ィン市） 

ターゲットグループ対象 PCM ワークショップ

 

合同評価委員会によるミニッツ協議 プロジェクト合同調整委員会ミニッツ署名 

（2010 年 4 月 22 日） 
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AMHON Asociación de Municipios de Honduras 全国市町村連合会 

CEP Comité Ejecutor del Proyecto 住民実施委員会 

CIH Consejo Intermunicipal Higuito イギート市連合会 

C/P Counterpart カウンターパート 

DAC Development Aid Committee 開発援助委員会 

DOCP 
Descentralización Operacional del Ciclo de 
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評価調査結果要約表 
１．案件の概要 

国名：ホンジュラス共和国 案件名：西部地域・開発能力強化プロジェクト 

分野：ガバナンス 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：公共政策部 協力金額（評価時点）：1 億 7,100 万円 

先方関係機関：ホンジュラス社会投資基金

（FHIS）、イギート市連合会（CIH） 

日本側協力機関： 

協力期間：2006 年 9 月～2010 年 10 月 
（R/D 締結日：2006 年 6 月 30 日） 

他の関連協力機関：国家計画省（SEPLAN）、内務

司法省（SGJ）、社会開発省（SDS）、全国市町村

連合会（AMHON） 

１－１ 協力の背景と概要 

ホンジュラス共和国（以下、ホンジュラス）は、マドゥーロ政権（2002～2006）以来、貧困

削減政策の効果的な実施のため、国家地方分権・地域開発プログラムを推進してきた。現ロボ

政権においては「国家ビジョン」「国家計画」が策定されているが、地方分権化、地方開発へ

の基本方針は当該政策に盛り込まれており、中央から地方への資金の流れなど政府の分権化改

革への基本姿勢に変化はない。 
ホンジュラスの社会インフラ整備を担うホンジュラス社会投資基金（FHIS）は、地方分権化

の流れの一環として 2004 年から「プロジェクトサイクル地方委任事業（DOCP 事業）」を開始

し、市町村に開発事業の計画・実施・管理を委任しその資金を提供している。しかし、ホンジュ

ラスの市町村の大部分は予算・人員・行政能力が限られており、その受入体制は脆弱である。

市町村の上位に県があるが、ほとんど行政的な役割がなく、市町村の支援は不可能な状態であ

る。そのようななか、市町村の能力不足を解決するために、市が複数集まった市連合会が形成

されている。現在全国に市連合会は 47 あり、ホンジュラスの 298 の市町村のほとんどがその

いずれか（あるいは複数）に属し、その運営のための分担金を拠出する代わりに、市行政に関

する技術支援を受けている。ただ、その市連合会も十分に機能しているとはいえず、その能力

強化が必要な状況であった。 
本プロジェクトは、市政府と市連合会の人材と組織強化を主眼とするものであり、このよう

なホンジュラスの現状とニーズに合致したものであるといえる。本プロジェクトは、西部の貧

困地域において、①ベースライン調査、②住民参加型開発計画策定、③小規模社会インフラ整

備事業の実施・運営・管理、の一連の開発モデル〔以下、西部地域・開発能力強化プロジェク

ト（FOCAL）モデルとも呼ぶ〕を実施できるよう市町村の人材・組織を強化しようとするもの

である。中央レベルでのカウンターパートは DOCP 事業を担う FHIS としつつ、プロジェクト

地域での直接的なカウンターパートは、西部のイギート川流域の市が 13 市集まって構成され

たイギート市連合会とし、上記のモデルの実施に関して傘下の市に技術支援をする恒常的な技

術支援機関と位置づけ能力強化を行っている。さらに、ステップ１で開発モデルの作成、ステ

ップ２でプロジェクトがイギート市連合会とともに 6 市（以下、パイロット市）に対してパイ

ロット的に一連のサイクル実施を行い、ステップ３でパイロット市とは別の 4 市において（以

下、普及市）イギート市連合会と市のみでサイクルを実施するというステップワイズアプロー
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チをとっている。 
 

１－２ 協力内容 

本プロジェクトは、ホンジュラス西部地域の市政府と市連合会の人材と組織強化を主眼とす

るものであり、地方行政にかかわる開発能力強化プロジェクトである。 
 

１－２－１ 上位目標 
市連合会及び構成市の能力が強化され、社会インフラ整備事業が自立発展的に社会的コン

センサスを得て、形成、実施、運営、維持管理される。 
 

１－２－２ プロジェクト目標 
イギート市連合会及び構成市において、社会インフラ整備事業を適切に社会的コンセンサ

スが得られ、形成、実施、運営、維持管理できる適切なモデルが形成される。 
 

１－２－３ 成 果 
1） 市連合会構成市及びコミュニティの開発現状及び問題点が把握され、分析される。 
2） 市開発計画策定、計画に基づいた社会インフラ整備事業の形成・実施、組織活動と予

算計画及び行財務管理の諸プロセスが改善される。 
3） ベースライン調査や市開発計画策定から得られた結果を分析し課題・有効な方法が把

握される。 
4） 市町村小規模社会インフラ整備事業の PEC（住民実施型）案件の実施から得られた結

果を分析し、PEC 事業に関する課題、有効な方法が把握される。 
5） 市町村小規模社会インフラ整備事業の PEM（市町村実施型）事業の実施から得られた

結果を分析し、PEM 事業に関する課題、有効な方法が把握される。 
6） 改善プロセスでの経験を確認し、普及する。 

 
１－２－４ 投 入 

日本側 
長期専門家派遣：3 名 
短期専門家派遣：1 名（2 回） 
現地国内研修（延べ 260 名） 
機材：69 万 6,547.17 レンピーラ（348 万 6,000 円相当） 
現地業務費：976 万 799.42 レンピーラ（4,884 万 3,000 円相当） 

相手国側 
カウンターパート配置：13 名 
事業実施費：317 万 1,000.00 レンピーラ（1,587 万 1,000 円相当）（6 市における 8 事業）

備品提供：執務室備品 
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２．評価調査団の概要 

調 査 者 ＜ホンジュラス側＞ 
Mr. Gunter Von Wiese Deputy Director  
   Honduran Social Investment Fund (FHIS) 
Mr. José Bautista Manager 
   Higuito Inter Municipal Council (CIH) 
Mr. Cesar Gonzales Director of Technical Unit of Decentralization 
   Ministry of Internal Affairs and Justice (SGJ) 
Mr. Miguel Munguía Director of Poverty Reduction Strategy 
   Ministry of Social Development (SDS) 
Mr. Allan Díaz  Manager of Planification, Follow up and Evaluation 
   Honduran Municipalities Association (AMHON) 
Mrs. Mirna Martínez Leader of Section for Economic Development 
   Honduran Municipalities Association (AMHON) 

＜日本側＞ 
（1）団長・総括 宮原 千絵 JICA 公共政策部行政機能課 課長 
（2）地方行政 武田 長久 JICA 国際協力専門員 
（3）協力企画 丹澤 千草 JICA 公共政策部行政機能課 Jr.専門員 
（4）評価分析 川畑 雅之 （株）レックス・インターナショナル 
（5）通  訳 樋口 安紀 （財）日本国際協力センター 

調査期間 2010 年 4 月 6 日～25 日 評価の種類 終了時評価 

３．評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 

（1）成果達成度 
各成果の達成度は、以下のとおりである。 
 

1） 成果１「市連合会構成市及びコミュニティの開発現状及び問題点が把握され、分析さ

れる（ステップ２）」については、パイロットの 6 市において参加型でベースライン調

査を行い、ベースライン調査報告書が十分な質が確保されて作成されたこと、その結果

行政側が住民の情報や社会経済事情を把握できたことから、達成されたといえる。 
 
2） 成果２「市開発計画策定、計画に基づいた社会インフラ整備事業の形成・実施、組織

活動と予算計画及び行財務管理の諸プロセスが改善される（ステップ２）」については、

①（成果 1 の）ベースライン調査を基に、②参加型地域開発計画策定、③小規模社会イ

ンフラ整備事業の実施のサイクルが、6 パイロット市で適切に実施され、数件のインフ

ラ事業を除いてすべて完了し、市開発計画・投資計画・年次計画、マニュアル類が作成

され、市の支援ユニットが強化されたことから、ほぼ達成されたといえる。 
 
3） 成果３「ベースライン調査や市開発計画策定から得られた結果を分析し課題・有効な
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方法が把握される（ステップ３）」については、4 普及市においてベースライン調査がほ

ぼ完了し、またプロジェクト期間内に市開発計画が終了予定であり、この成果は達成さ

れる見込みである。 
 
4） 成果４「市町村小規模社会インフラ整備事業の PEC（住民実施型）案件の実施から得

られた結果を分析し、PEC 事業に関する課題、有効な方法が把握される（ステップ３）」

については、4 普及市において小規模社会インフラ事業の PEC 案件が、スペイン国際開

発協力庁（AECID）の資金支援で実施予定であり、この成果は達成される見込みである。

 
5） 成果５「市町村小規模社会インフラ整備事業の PEM（市町村実施型）事業の実施から

得られた結果を分析し、PEM 事業に関する課題、有効な方法が把握される（ステップ３）」

については、普及市における小規模社会インフラ事業の PEM 案件が、AECID の支援で

実施予定であり、この成果は達成される見込みである。 
 
6） 成果６「改善プロセスでの経験を確認し、普及する（取りまとめ）」については、普

及を見据えて FOCAL モデルを報告書、マニュアル等の形で取りまとめ、新政権に対し

てプロジェクトの成果共有と普及に向けた一連のワークショップを開催したほか、プロ

ジェクト終了時にプロジェクトの知見、グッドプラクティス経験取りまとめ及びワーク

ショップ開催予定で、この成果は達成される見込みである。 
 

（2）プロジェクト目標の達成度 
プロジェクト終了時までに以下の工程が予定どおり完了すれば、プロジェクト目標は達

成される。 
1） イギート市連合会の 6 パイロット市で実施されている 8 件のうち未終了の 2 市 3 件

のパイロット事業（ステップ２） 
2） イギート市連合会の 4 普及市で実施されている小規模社会インフラ事業と市開発計

画策定（ステップ３） 
現在のところ、イギート市連合会の支援ユニットが中心となり、構成市に対してベース

ライン調査・参加型開発計画策定・小規模インフラ事業実施に関する研修などを通じた支

援を着実に実施している。FOCAL プロジェクト対象外の事業に対しても FOCAL モデルを

自主的に適用している例もあり、イギート市連合会内で手法として定着しつつあるといえ

る。また、プロジェクト実施中に作成されたベースライン調査、参加型開発計画、インフ

ラ事業整備のマニュアルや手引書は、市やイギート市連合会の参加を得たうえで地方の実

情に合わせて見直され、またその適用においても効果が発揮された。 
以上のように、イギート市連合会及び構成市において、社会インフラ整備事業を、形成、

実施、運営、維持管理できる適切なモデルは形成されつつあるといえ、プロジェクト目標

は達成される見込みである。 
 

３－２ 5 項目評価 

（1）妥当性：「極めて高い」 
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前述のとおり、ホンジュラスは、地方分権化・地域開発プログラムを推進しているが、

その受け皿となる市町村の行政能力が未発達で開発資金が活用しきれていない。こういっ

たニーズと課題に対し、市連合会という支援組織を媒介してこれを機能させ、市町村の能

力強化を図ることを意図した本プロジェクトのアプローチは、妥当性が極めて高いといえ

る。また、2010 年 1 月の政権交代後、構成市の市長や職員の多くが交代したにもかかわら

ず、本プロジェクトの機能が確保できているのは、選挙の影響が少ない市連合会を市に対

する技術支援機関と位置づけた本アプローチの妥当性を証明している。 
さらに、同国の脆弱な末端行政を考えると行政単独で住民ニーズを満たすサービスを提

供することは困難であるが、「参加型アプローチ」を取り入れることで、小規模社会イン

フラ整備事業に対する住民のオーナーシップが増加し、この点からも妥当性は高いと評価

される。 
 
（2）有効性：「高い」。ただし、プロジェクト終了時までに予定されている活動がすべて完了

する必要がある。 
プロジェクトは、イギート市連合会の支援を通じて、①ベースライン調査、②参加型地

域開発計画策定、③小規模社会インフラ整備事業の実施という一連のプロセスを構成市が

実施できるよう能力強化を行ったとともに、その適切なモデルが形成されたことから、プ

ロジェクト目標はほぼ達成されたといえる。また、能力評価マニュアルが作成され、能力

強化の道筋やプロセスが明確になったと同時に、関係者の能力評価が可能となり、有効性

が高まった。 
 
（3）効率性：「やや高い」 

専門家派遣は計画どおりに行われた結果、アウトプットの達成やベースライン調査結

果、開発計画、手引書、マニュアル類等の成果品の作成、一連のプロセスにおける研修や

その他能力強化支援はほぼすべて適切に行われた。 
カウンターパートは、ほぼ計画どおりに配置された。イギート市連合会は、政変、政権

交代に影響されることが少なかった。しかし、市では、市長交代とともに技術ユニット職

員の人事に大きな影響があり、プロジェクトの進捗にも影響を及ぼしたが、市連合会の支

援と住民参加型のアプローチにより、影響を最小限にとどめることができた。 
本プロジェクトでは、ホンジュラスに存在する既存の小規模社会インフラ事業をパイロ

ットプロジェクトとして位置づけ、その実施を通じてモデルを形成している。投入の面で

は、ホンジュラス及び他ドナーの資金をパイロット事業に充てることで投入コストをかな

り低く抑えられ、効率性は高い。ただし、タイミングの面では、中央機関の資金ディスバ

ースの遅れが進捗に影響を及ぼし、プロジェクト目標達成のために途中（2008 年 10 月）、

プロジェクト期間を 20 カ月延長したことから、総合的な判断としては「やや高い」とな

った。 
 
（4）インパクト：「高い」 

本プロジェクトにおいては、多くの正のインパクトが確認された。例えば、プロジェク

トが実施された、イギート市連合会、構成市における FOCAL モデルの定着度は高く、市
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連合会、構成市の職員のみならず住民代表に至るまで能力強化が行われた。また、市長、

市技術スタッフと住民の恒常的な双方向の信頼関係も生まれている。 
内務司法省や FHIS、全国の地方自治体の連合会である AMHON はプロジェクトの経験

に強い関心を示しており、その波及効果が期待される。また、既に 4 つの市連合会から

FOCAL プロジェクトに対する関心が寄せられている。西部地域の開発支援に重点を置く

AECID は、イギート市連合会を通じて 2010 年度構成市で実施する小規模インフラ事業の

資金協力を行うが、事業実施の際には FOCAL の事業実施管理モデルを適用することを条

件づけており、他ドナーからも期待されている。 
さらには、一部のパイロット市において、自主的に FOCAL モデルを適用したインフラ

事業実施も行われている。以上から、上位目標の「市連合会及び構成市の能力強化」は達

成される可能性は高く、インパクトは高いと結論づけられる。 
なお、負のインパクトは確認されなかった。 

 
（5）自立発展性：「高い」 

イギート市連合会の能力強化は、組織体制の充実、職員や予算の増加からも顕著に現れ

ている。構成市においては支援ユニットが新設され、1 名から 2 名で業務を遂行している。

また、自治体レベルでの予算も増加している。つまり、プロジェクトの自立発展性に最も

重要な市連合会、市政府の能力強化は着実に行われている。市長選挙に伴う市長の交代も

市連合会への負の影響はほとんどなく、当初から見込まれていた技術支援機能が確保さ

れ、今後も構成市への支援が自立発展的に見込まれる。 
構成市やコミュニティレベルの能力強化はまだ十分とはいえず、プロジェクトの自立発

展性のためには、関係者自身の更なる個人・組織能力の強化、その強化メカニズムが安定

的に機能する必要があり、中央関係機関による制度化、規定・標準要領化等のシステムづ

くりを通した制度環境の整備が肝要である。 
中央レベルにおいては、内務司法省が自治体の開発計画策定の制度化を推進しようとし

ており、このなかに FOCAL で使用したプロセスが取り入れられる予定である。このよう

に、FOCAL モデルは予想以上に他ドナーや中央政府に認識されており、自立発展性につ

ながる要素としてとらえられる。 
 
３－３ 効果発現に貢献した要因 

（1）計画内容に関すること 
本プロジェクトでは、DOCP 事業の実施母体である市政府とそれを技術支援する市連合

会を人材と組織強化のターゲットグループとした。イギート市連合会の職員は政治的変化

の影響を受けることが少なく、構成市への技術支援の継続性が確保されている。このイギ

ート市連合会を通じた構成市の人材・組織の能力向上を図るという計画は妥当であり、効

果発現に貢献した要因となった。 
 
（2）実施プロセスに関すること 

本案件は、ホンジュラスの既存の事業実施資金を活用していること、住民参加を促して

いること、目に見えやすい小規模インフラに絞ることというアプローチをとっており、実
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施プロセスにおいて適切なアプローチであった。また、既存の DOCP 事業プロセスに、ベ

ースライン調査や参加型開発計画策定のプロセスを組み込むことにより、DOCP 事業を調

査、計画、実施まで一連のプロセスとしたことは適切なアプローチで、効果発現に貢献し

た。 
また、本案件の特徴として、ステップ３として、イギート市連合会自身で実施するステ

ップを設け、ステップ１から３まで実施する過程のなかでモデルの調整もする仕組みを確

保していることも、効果発現を促した実施プロセスであった。 
 
３－４ 問題点及び問題を惹起した要因 

（1）計画内容に関すること 
本プロジェクトでは、現地のプロジェクトサイクルの制度やリソースを利用することが

当初より計画されていたが、ホンジュラスによる当該資金のディスバースの遅れによりパ

イロットプロジェクトの進捗に遅れが生じ、効率的に業務を実施することが困難な部分も

あった。この課題に対してプロジェクトは、他の資金リソースである貧困削減基金（ERP）
資金や他ドナーの資金を活用するなどして対応してきたほか、プロジェクト工期を 20 カ

月延長することで、１から３のステップの実施を確保することになった。このように突発

的な事項を考慮すると、もともとのプロジェクト期間が短かったともいえる。 
 
（2）実施プロセスに関すること 

ホンジュラスでは 2009 年 6 月に政変が発生し、2010 年 1 月の新政権発足まで特に中央

レベルにおいて政治・社会的な混乱が生じた。地方交付金や DOCP 事業のディスバースが

止められ、地方行政に大きな財政負担を招いたり、支援対象の 10 市のうち 5 市が市長の

みならず職員まで交代したため、プロジェクトの進捗に少なからず影響を与えた。 
 
３－５ 結 論 

プロジェクトは FHIS による DOCP 事業の実施サイクルを基にして、手続きの簡素化を図る

とともに、コミュニティレベルの参加型ベースライン調査と、それに基づいたコミュニティ開

発計画、市開発計画の作成プロセスをつけ加えた。参加型市開発計画に基づいて形成された小

規模社会インフラプロジェクトは、案件の正当性と透明性が高まりコミュニティのニーズを反

映したものになっている。また、インフラ事業の実施プロセスにはコミュニティの実施委員会

や透明性委員会を設置し、住民参加型の実施・管理が行われている。FOCAL プロジェクトは

このような参加型の計画作成と事業実施のプロセスと手法を、中小規模の市町村に適した小規

模社会インフラプロジェクトの実施モデルとして確立した。このアプローチはコミュニティの

住民と市町村の間の協働関係を強化するとともに、地方ガバナンスの改善に貢献している。 
プロジェクトはイギート市連合会をカウンターパート機関として、プロジェクトで形成され

た一連の開発プロセスを実施できるよう、構成市への継続的な技術支援を実施する能力の強化

を行った。人材の継続的な雇用が可能なイギート市連合会の技術支援能力の強化を通して、中

小規模の自治体のニーズを満たしていくというアプローチは効果的であった。 
プロジェクトの経験はホンジュラス政府の貧困削減に向けた地域開発プロセスにおけるコ

ミュニティの参加を促進するための取り組みに貢献している。 
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３－６ 提 言 

プロジェクトでは、期間内にプロジェクト目標を達成するために、ステップ３の普及市にお

いてはコミュニティ開発計画及び市開発計画の策定と同時並行で、AECID の資金を利用した小

規模インフラ事業実施を行うことを予定している。しかし、参加型で策定された開発計画にの

っとってプロジェクトを計画・実施することが本来のサイクルであり、次回のサイクルにおい

てはこの順序を守ることが求められる。また、以下の点を考慮する必要がある。 
 
（1）プロジェクト期間中に考慮すべき点 

イギート市連合会は、パイロット市で未終了の小規模社会インフラ事業 3 件のほか、4
つの普及市に対して、特にコミュニティ開発計画と市開発計画の作成支援、小規模社会イ

ンフラプロジェクトの実施サイクルを終了させる必要があり、十分な支援を市に対して行

う必要がある。イギート市連合会の技術職員の構成市に対する技術支援能力の向上に関し

ては、プロジェクトから継続して技術的助言を行う必要がある。 
また、2010 年 10 月のプロジェクト終了までには、技術支援ユニットの職員が交代した

市への再研修や、市開発計画策定や小規模社会インフラ事業の実施・運営・維持管理の手

法・研修マニュアルの完成、新政権での自治体開発計画の新たな規定・標準要領の政令化

や他地域普及に関する働きかけやプロジェクトの知見、グッドプラクティス経験取りまと

め及びワークショップ開催なども、行う必要がある。 
 
（2）プロジェクト終了後の自立的な活動の持続性に関して考慮すべき点 

1） イギート市連合会による市への継続的な技術支援。 
2） コミュニティ開発計画と市開発計画の定期的な見直し。 
3） コミュニティ開発計画においてコミュニティ自身で実施できる計画の分類。 
4） ベースライン調査のデータの、貧困削減や市のサービス提供の成果を測るための活

用。 
5） イギート市連合会による、他のセクターの支援リソースに関する情報収集。 
6） FOCAL のプロセスや手法の普及における、イギート市連合会のリソースとしての活

用、及び、中央政府レベルにおける普及の支援体制や仕組みの整備。 
 
３－７ 教 訓 

（1）イギート市連合会の継続性 
プロジェクトはイギート市連合会をカウンターパート機関としてその能力向上を図っ

たが、市連合会の技術職員は政治的な変化に影響を受けることがなく、市連合会を通して

中小規模の自治体の能力向上を図るアプローチは効果的であった。 
 
（2）参加型のアプローチによる透明性の向上 

プロジェクトはコミュニティ参加型の手法によるベースライン調査を実施してコミュ

ニティ開発計画の作成を行い、その計画に基づいて市開発計画の作成を行った。また、小

規模インフラ事業実施においても、住民委員会の積極的な関与があり、このような参加型

のアプローチの活用はプロジェクト実施の透明性と効率性を高めている。 
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（3）既存のシステムと地元資源の活用 
プロジェクトの実施においてホンジュラス政府の制度や仕組みなどの既存のシステム

を活用しつつ、ベースライン調査や参加型計画プロセスを加えて改善を行った。また、市

連合会への能力強化、現地の事情に詳しいローカルコンサルタントの活用なども効果的だ

った。このような既存のシステムと地元資源の活用が効果的かつ自立発展的なプロジェク

トの運営に結びついている。 
 
（4）実施サイクルを考慮した適切なプロジェクト期間の設定 

当初のプロジェクト実施期間は 2 年半の予定であったが、中央機関からの資金のディス

バースが遅れたためパイロットプロジェクトの実施サイクルの期間が延びたので、20 カ月

の延長が必要となった。このように、その国の事業の実施サイクルに沿ったプロジェクト

を形成するときには、実施サイクルとそれに伴う不測の事態の出現をある程度考慮して十

分なプロジェクト実施期間を設定する必要がある。 
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第１章 終了時評価調査の概要 
 
１－１ プロジェクトの概要と経緯 

ホンジュラス共和国（以下、ホンジュラス）の貧困地域の自治体のほとんどは小規模自治体で

あり、住民への行政サービスに必要な人材と財政が不足している。そのようななか、ホンジュラ

スでは 1990 年代から地方分権化政策が推進されており、その流れの一環として、開発事業の採否

決定から設計、施工に至るまで資金管理を含めすべてのプロジェクトサイクルを地方自治体に委

託する「プロジェクトサイクル地方委任事業（DOCP 事業）」が 2005 年より本格的に開始された。

現ロボ政権において「国家ビジョン」「国家計画」が策定されているが、地方分権化、地方開発へ

の基本方針は当該政策に盛り込まれており、中央から地方への資金の流れなど政府の分権化改革

への基本方針には変化はない。 
ホンジュラスの行政機構としては、市の上に県があるが、ほとんど行政的な役割がなく、市町

村の支援は不可能な状態であった。そのなかで、地方自治体の人材面、財政面の能力不足を解決

するために、市連合会が形成されていった。市連合会とは、近隣の市同士が集まってできた、法

的なベースを有する団体で、運営資金は構成市からの拠出金で賄われている。現在全国に市連合

会は 47 あり、ホンジュラスの 298 の市町村はほとんどがそのいずれか（あるいは複数）に属して

おり、その属する市連合会に拠出金を支払う代わりに、市行政に関する技術支援を受けている。

ただ、その市連合会も十分に機能しているとはいえず、構成市に対して開発行政に関する技術的

な支援を実施できる能力強化が必要とされていた。 
2003 年 2 月から 3 月にかけて JICA ホンジュラス事務所は国連開発企画（UNDP）と共催して、

ホンジュラスの貧困削減戦略において重視されている貧困指数の高いホンジュラス西部におい

て、ミレニアム開発目標（MDGs）セミナーを行い、同セミナーをきっかけとして、JICA がこれ

まで協力を行ってきた西部地域において、人間の安全保障の観点から現地の課題解決のために有

効な方策を模索し、現地の住民に直接裨益するプロジェクト形成が行われた。 
このような背景から、西部地域のイギート市連合会（CIH）及び構成市において、行政の開発

能力強化をめざした技術協力プロジェクト「西部地域・開発能力強化プロジェクト（FOCAL）」
が 2006 年 9 月から 2 年半の予定で開始された（その後、2008 年 10 月に行われた運営指導調査の

結果、2010 年 10 月まで 20 カ月の延長が決定）。本プロジェクトは、地域の実情や課題を住民参

加型で戸別調査し（ベースライン調査1）、それに基づいてコミュニティごとに開発計画、及び、

それを取りまとめた形での市開発計画（PDM2）を策定し（参加型開発計画策定）、そのなかで優

先順位が高い小規模インフラ事業を実施するという一連の開発プロセス（以降、FOCAL モデル

と呼ぶ場合がある）を実施できるよう市の能力強化を図ったものである。 
本案件は、中央レベルでのカウンターパートはホンジュラス社会投資基金（FHIS）とし、DOCP

事業に係る能力強化をめざしながら、プロジェクト地域でのカウンターパートはホンジュラス西

部のイギート川流域の 16 市（現在は 13 市）が集まってできたイギート市連合会とし、選挙とそ

れに続く市長や職員の交代にあまり左右されない、恒常的な技術支援機関と位置づけ能力強化を

                                                        
1 ベースライン調査といっても、FOCAL プロジェクトそのものに係るベースライン調査ではなく、市の住民の人口や社会経済

的状況を調査するものである。そのため、プロジェクトの後半においては「住民参加型センサス調査」と呼ばれるようにな

ったが、本報告書では「ベースライン調査」と呼ぶこととする。 
2 本報告書で使用する PDM とは、市開発計画＝Plan de Desarollo Municipal の略であり、プロジェクト・デザイン・マトリック

スの略語である PDM とは異なる。 
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行った。更にステップワイズアプローチをとり、FOCAL モデルの開発期であるステップ１、プ

ロジェクトがイギート市連合会とともにパイロット的に 6 市に対し同モデルの一連のサイクル実

施を行うステップ２（同 6 市をパイロット市と呼ぶ）、さらに、イギート市連合会が、別の 4 市と

同サイクルを繰り返すステップ３（同 4 市を普及市と呼ぶ）まで設け、能力強化の持続性を図っ

た。 
 
１－２ 調査団派遣の経緯と目的 

プロジェクトは途中、パイロット事業実施にかかわる中央機関からの資金ディスバースが滞っ

たこともあり期間を 20 カ月延長し、2010 年 10 月に終了を迎える。 
今回実施する終了時評価調査は、プロジェクト終了を控え、ホンジュラス関係者と合同で本プ

ロジェクト活動の実績、成果を評価・確認し、今後のプロジェクト活動に対する提言を合同評価

報告書に取りまとめ合意すること、及び今後の類似事業の実施にあたっての教訓を導くことを目

的として行われたものである。 
 
１－３ 調査団の構成 

日本側調査団の構成 

氏 名 担当分野 所 属 

宮原 千絵 総  括 JICA 公共政策部行政機能課 課長 

武田 長久 地方行政 JICA 国際協力専門員 

丹澤 千草 協力企画 JICA 公共政策部行政機能課 Jr.専門員 

川畑 雅之 評価分析 （株）レックス・インターナショナル 

樋口 安紀 通  訳 （財）日本国際協力センター 

 
ホンジュラス側調査団の構成 

氏 名 所 属 

Mr. Gunter Von Wiese Deputy Director  
Honduran Social Investment Fund (FHIS) 

Mr. José Bautista Manager 
Higuito Inter Municipal Council (CIH) 

Mr. Cesar Gonzales Director of Technical Unit of Decentralization 
Ministry of Internal Affairs and Justice (SGJ) 

Mr. Miguel Munguía Director of Poverty Reduction Strategy 
Ministry of Social Development (SDS) 

Mr. Allan Díaz Manager of Planification, Follow up and Evaluation 
Honduran Municipalities Association (AMHON) 

Mrs. Mirna Martínez Leader of Section for Economic Development 
Honduran Municipalities Association (AMHON) 
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１－４ 終了時評価の方法 

１－４－１ 評価手法 
本終了時評価調査は、『JICA 事業評価ガイドライン（2004 年 3 月：改訂版）』に沿って、プ

ロジェクトの計画と活動実績、計画達成状況、評価 5 項目（妥当性、有効性、効率性、インパ

クト、自立発展性）を確認するために、必要な情報を収集・整理し、2009 年 1 月に改訂された

プロジェクト・デザイン・マトリックス（Project Design Matrix：PDM）（付属資料 2．）に基づ

いて実施した。 
 

１－４－２ 主な調査項目と情報・データ収集方法 
（1）調査項目 

主な調査項目は、以下のとおり。 
1） PDM の指標に基づくプロジェクト目標の達成度 

・投入実績 
・活動の実施状況 
・成果の達成状況 
・プロジェクト目標や上位目標の達成度及び因果関係 

2） 実施プロセスの確認 
・プロジェクトの実施体制・モニタリング体制 
・日本人専門家とカウンターパートの協力関係 
・ホンジュラス政府のオーナーシップ等 

3） 評価 5 項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、自立発展性） 
妥当性：プロジェクト目標が、政府の開発目標や受益者ニーズに合致しているか。ま

た、上位目標、プロジェクト目標、成果及び投入の相互関連性に整合性がと

れているか。 
有効性：プロジェクトの実施が、受益者や社会に、本当に便益をもたらしているか。

成果及びプロジェクト目標の評価時点での達成状況及び将来達成する見込み

があるか。 
効率性：プロジェクトの投入と成果（アウトプット）の関係において資源が有効に利

用されているか。投入の時期、質及び量が効率的に行われたか。 
インパクト：プロジェクトの実施が、長期的に間接的効果、波及効果を生み出してい

るか。また、意図したもの、意図しなかったものがあるか。 
自立発展性：援助の終了後、プロジェクトで発現した効果が持続するか。制度面、財

政面、技術面において、プロジェクト活動が継続されるか。 
 

（2）データの内容と収集方法 
本評価調査では、評価分析のために定性的・定量的データを以下の方法で収集した。 
1） プロジェクト関係資料のレビュー 

・国家地方分権化プログラム 
・地方分権化ミニマル・アジェンダ（前セラヤ政権の後半 2 年、2008～2009 年の地方

分権化の短期目標と活動計画）の文書 
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・国家計画（Plan de Nación）（2010～2022 年までの中期国家開発計画） 
・国家ビジョン（Visión de País）（2010～2038 年の将来のあるべき国家像を描いた長

期指針） 
・ベースライン調査報告書 
・コミュニティ開発計画（PDC） 
・市開発計画（PDM） 
・プロジェクト提出の一連の書類（マニュアル、手引書、成果品等） 
・プロジェクト報告書 
・能力強化マニュアル 
・プロジェクト実施協議報告書（2007 年 1 月） 
・運営指導調査団報告書（2008 年 10 月） 

 
（3）主要ステークホルダーへのインタビュー 

プロジェクトの実績の検証、方法論の検証、インパクトの予測、自立発展性の見込みな

ど、多岐にわたる内容について、関係者へ評価グリッドから作成した質問票（詳細は、付

属資料 5．参照）に基づき、インタビューを実施した（面談記録については、付属資料 6．
参照）。 

・ホンジュラス社会投資基金（FHIS） 
・国家計画省（SEPLAN） 
・内務司法省（SGJ） 
・社会開発省（SDS） 
・全国市町村連合会（AMHON） 
・他ドナー（スペイン国際開発協力庁：AECID） 
・イギート市連合会（CIH） 
・イギート市連合会構成市 
・イギート市連合会構成市住民代表 
・他市連合会 

 
（4）PCM ワークショップ 

プロジェクトのターゲットグループであるイギート市連合会と構成市の関係職員に対

し、プロジェクトにかかわった経験に基づき、自分自身も含めた関連組織の評価（関係者

分析にあたる SWOT 組織分析）とプロジェクトの継続性に焦点をあてた問題分析を行い、

参加型評価の観点も取り入れながら、総合評価を行った。 
プロジェクトの実施を通じて、どのような点が強化されたのか、どういう弱点が残って

いるのかに対し、関係者自身の自己評価を行うことができ、プロジェクト実績の確認、プ

ロジェクトの有効性や効率性の評価に反映した。また、今後プロジェクトの自立発展性に

関しての現在ある問題や予測される課題の分析を行うことができ、プロジェクトへの提言

や今後のフェーズへの参考とした（詳細は付属資料 7．）。 
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１－４－３ 評価における留意点 
本プロジェクトの終了時評価における留意点は、①2008 年 10 月の運営指導調査の時点でプ

ロジェクト期間が 20 カ月延長されたが、その後の進捗はどうであったか、②2009 年 6 月の政

変と 2010 年 1 月からの新政権発足のプロジェクトへの影響はどの程度あるのか、③プロジェク

トは工程どおりに終了し得るか、などの点である。特にアプローチの妥当性やプロジェクトの

自立発展性に関しては、プロジェクト終了後への適切な提言を引き出すよう留意した。 
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第２章 プロジェクトの実績 
 
２－１ 投入実績 

評価時点での、投入実績の詳細は以下に示すとおりである。投入はおおむね計画どおりになさ

れた（詳細は、付属資料 4．参照）。 
 

＜日本側＞ 
長期専門家派遣：3 名 
短期専門家派遣：1 名（2 回） 
現地国内研修（延べ 260 名） 
機材：69 万 6,547.17 レンピーラ（348 万 6,000 円相当） 
現地業務費（マニュアル等印刷・製本費用、研修・ワークショップ開催経費、旅費、ローカ

ルコンサルタント傭上費等）：976 万 799.42 レンピーラ（4,884 万 3,000 円相当） 
＜ホンジュラス側＞ 

カウンターパート配置：13 名 
ローカルコスト負担（事業実施費）：317 万 1,000.00 レンピーラ（1,587 万 1,000 円相当）（6

パイロット市 8 事業） 
備品提供：執務室備品 

 
今後プロジェクト終了時までに、以下の投入が予定されている。 

 
＜日本側＞ 

カウンターパート研修（本邦研修 5 名） 
現地業務費 

＜ホンジュラス側＞ 
ローカルコスト負担（事業実施費）：約 215 万 8,000.00 レンピーラ（約 1,080 万円相当） 

1） Dulce Nombre 市：小学校中央広場での屋根付設事業（事業費：約 300 万円） 
2） Talgua 市：中央公園の修復事業（事業費：約 280 万円） 
3） Belen Gualcho 市：コミュニティ立小学校建設事業（事業費：約 250 万円） 
4） Cucuyagua 市：小学校修復・増築事業（事業費：約 250 万円） 

 
２－２ 成果達成度 

成果達成状況は、成果ごとに以下に示す。なお、成果１、２はステップ２の達成に関するもの

で、次のパイロット 6 市での成果を指す：San Jose 市、Dolores 市、San Agustin 市、La Union 市、

Corquin 市、San Pedro 市。成果３、４、５はステップ３の達成に関するもので、次の普及 4 市で

の成果を指す：Dulce Nombre 市、Belen Gualcho 市、Talgua 市、Cucuyagua 市。 
 
・ 成果１「市連合会構成市及びコミュニティの開発現状及び問題点が把握され、分析される（ス

テップ２）」については、イギート市連合会の 6 パイロット市において、ベースライン調査が

住民の参加を得て行われ、調査報告書の質が十分高かったこと、ベースライン調査から行政
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側が住民の情報や社会経済事情を把握できたという成果から、達成されたといえる。詳細は、

以下に示す。 
＜ベースライン調査＞ 

ベースライン調査の流れは、調査項目や調査票の準備、調査を担当するファシリテータ

ーの選定、戸別調査を実施するコミュニティリーダーの選定と研修、戸別訪問による調査

実施、市職員や臨時職員による集計と分析、報告書のまとめ、である。下記は主な手順を

まとめたフロー図である。 
 

参加型ベースライン調査の手順フロー図 

 
調査は人口などの基本的情報から、MDGs に沿って貧困、教育、ジェンダー平等、乳幼

児死亡率や妊産婦の健康、エイズ・マラリアその他疾患率や環境衛生などの指標のほか、

居住環境・経済活動や土地アクセスなど多岐にわたる項目が調査され、項目別に報告書と

してまとめられた。ステップ２においては、全 6 市において調査報告書が作成され、住民

の社会経済的事情が数値化され、市政の基礎的資料となっている。取りまとめにあたって

は、市及びコミュニティ別にデーターベースが設置され、データ入力やその後の管理がし

やすいようなシンプルなプログラム（SPSS 統計ソフト）が用意され運用されている。また、

コミュニティごとの家屋・世帯及び公共建造物等を示すデジタル・センサスマップ（235
枚、AutoCAD）も作成された。 

ベースライン調査の現地研修を受けた人員の数は、イギート市連合会職員（3）、6 市の

技術支援ユニット（UTM）と環境ユニットの職員（計 12）、臨時ファシリテーター（契約）

が 13 名である。またコミュニティレベルでは、6 市で 359 名のコミュニティリーダーが研

修を受けた。そのうち、実際にベースライン調査に協力したリーダー数は 272 名である。 

実施プロモー

ションと研修 

調査実施 

 

集計と 

分析 

検証、編集

と広報・普

及 

企画と 

準備 

 

 

・ ・市町村関係者（市長、

議員）への説明、啓発 

・ ・コミュニティリーダー

の選定（ボランティア） 

・ ・リーダーに対する研修 

・ ・各地区での住民に対す

る説明会と協力依頼（家

屋、建造物リストと簡易

地図作成）（地区住民公

聴会） 

・地区住民へのベースライ

ン調査実施に関する質疑

応答と訪問日程確認 

・戸別訪問による調査実施

・調査成果のレビュー、問

題点への対処 

・調査票の回収、必要に応

じて修正作業 

・最終見直し 

・各回収調査票のコ

ード番号化 

・パソコンへのデー

タ導入 

・統計表の作成 

・ベースライン、分

析報告書作成 

・報告書の検証・取

りまとめ 

・報告書の修正 

・編集 

・広報普及 

・企画書作成 

・指標とツールの作成 

・関係市町村関係者らと

協議（協力合意） 

・ファシリテーターの選定 

・ファシリテーターに対す

る研修 

・調査票の検証、修正 
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実施体制についてはファシリテーターが途中で交代し再度研修を行わなければならな

かったり、その後の定着率などの不安定さはある。他方で、調査を外部に委託する場合に

比べ、ファシリテーターを除けば他の調査者（コミュニティリーダー）はボランティアの

ため費用がかなり抑えられており、費用対効果は良好である。また、戸別インタビュー等

の業務の難易度が低いことや住民参加の度合いからいっても、参加する住民にとって無理

のない作業となっていることが、コミュニティリーダーに対するインタビュー等からうか

がえた。マニュアルは総合ガイドライン、ファシリテーター研修用マニュアル、コミュニ

ティリーダー対象マニュアル、入力マニュアルの 4 種類が作成され、有益で使いやすいと

の意見がイギート市連合会の職員から聞かれた。また、調査票はシンプルなものが用いら

れ、その使用にも特に問題はないとの声が実際調査を行ったコミュニティリーダーから聞

かれた。 
また、ベースライン調査を実施することで、行政側が地域住民の人口統計情報や社会経

済事情を把握でき、地域の問題がより意識化されたという効果もみられた。例えば、市の

人口がそれまでの統計と比べて多かった/少なかった、住民たちの住居環境が思ったより悪

い、世帯主が米国への出稼ぎで帰ってこなくなり女性しかいない世帯が多い、住民たちの

雇用形態は小作農が多いなど、市長や市職員、コミュニティリーダーらが積極的に調査結

果を調査団に対して説明していた。また、ベースライン調査を 1 度実施した市において、

既に調査から数年が経っているため再度実施し、市の社会経済事情に変化があったかを調

べようとイギート市連合会とともに計画を立てている市もある。このように、ベースライ

ン調査の業務や結果が市政において内在化し、今後の施政やコミュニティの取り組みに活

用されるという期待を感じさせるものであった。 
 

・成果２「市開発計画策定、計画に基づいた社会インフラ整備事業の形成・実施、組織活動と

予算計画及び行財務管理の諸プロセスが改善される（ステップ２）」については、①（成果１

の）ベースライン調査を基に、②参加型地域開発計画策定、③小規模社会インフラ整備事業

の実施のサイクルが、6 パイロット市で適切に実施され、市開発計画・投資計画・年次計画、

マニュアル類が作成された。社会インフラ整備事業は、6 パイロット市で 8 件実施され、3
件を残し終了しており、ほぼ達成されたといえる。詳細は、以下に示す。 
＜参加型地域開発計画策定＞ 

参加型地域開発計画の策定は、数段階に別れる。まず、コミュニティごとに住民集会を

開催し、参加型で、前述のベースライン調査結果を用いてコミュニティの社会経済現況、

課題、解決手段、優先プロジェクトを協議し、コミュニティ開発計画（PDC）が作成され

る。それを地区別に地区計画としてまとめ、更にそれを市レベルで取りまとめ優先順位を

つける形で市開発計画（PDM）が作成される。上記の一連の参加型計画策定にあたっては、

市職員、ファシリテーターやコミュニティリーダーに対して導入研修（3 つのモジュール）

が行われた。この過程で 680 名のコミュニティリーダーが研修に参加し、住民集会を開催

した。 
PDM 策定に関しては、市職員の対応能力不足もあり、臨時職員を雇ったり、イギート市

連合会職員のかなり広範囲なサポートに頼らざるを得なかった。PDC の策定に係るコミュ

ニティの参加は確保されており、ニーズの優先づけが行われた。 
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その結果、ステップ２においては、160 の PDC 及び、6 市の PDM が作成された。PDM
の中には、優先順位づけされた市の投資計画が盛り込まれており、投資計画は年次計画

（2008 年度）と複数年次計画（2008 年から 2015 年までの 8 年計画）から構成されている。

投資計画に記載された社会インフラプロジェクト計画の数は、6 市全部で、年次計画とし

て 166 件、複数年次計画として 733 件である。 
参加型開発計画については、2 種類のマニュアルが作成されている。 
以下は、参加型開発計画のプロセスと実施体制を示すイメージ図である。 

 

 
 

市 中心部街 集落 村落 小計 
地区数・

隣接区域

人口 

2006 年

研修グル

ープ区分

導入研修 

（回） 

コミュニ

ティ計画 
地区計画

San Agustin 8 12 5 25 4 4,080 3 9 10 4 

Dolores 5 3 12 20 3 5,122 2 6 17 4 

San Jose 5 2 8 15 4 5,418 2 6 13 4 

Corquin 2 62 8 82 8 11,537 5 15 48 4 

San Pedro 9 27 9 45 4 5,708 4 12 26 4 

La Union 10 66 9 85 8 12,169 5 15 46 8 

合 計 49 172 51 272 31 44,034 21 63 160 28 

 

各コミュニティリーダー（3 名か

ら 4 名程度）は、それぞれのコミ

ュニティでの開発計画策定のプロ

セスを広範な地元住民の参加（住

民集会等）を得て、その意見を取

りまとめ、調整していく。 

各市の支援ユニット職員とファシリテー

ターがコミュニティ、市の開発計画策定

の全てのプロセス・工程を担当し、調整

を行う。彼らが、各コミュニティの開発

計画そして隣接コミュニティ間での優先

化作業について調整と取りまとめを行っ

ていく。コミュニティリーダーへの指導、

助言を適宜行う。 
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＜小規模社会インフラ整備事業の実施＞ 
本プロジェクトでは、上述の PDM の中で優先順位の高いプロジェクトをパイロット的

に 8 件実施している。そのうち 6 件が PEC といわれる住民実施型事業で、2 件が PEM と

呼ばれる市町村実施型事業である。前者のタイプにおいては、コミュニティの住民代表ら

が住民実施委員会を組織し、プロジェクト及びイギート市連合会からの研修を受け、プロ

ジェクト形成、資金請求、会計管理、実際の作業や、その後の運営管理までをボランティ

アで実施する。後者の PEM 事業においては、市が直接建設会社と契約して行うタイプの

ものである。 
ステップ２においては、上記 8 件中 5 件が終了しており、3 件はプロジェクト期間中の

終了が見込まれるものの、中央機関からの資金ディスバースの遅れなどにより本調査の時

点では終了していない。小規模インフラ事業の案件は以下のとおりである。 
 

（PEC：住民実施型事業） 
 Vivistorio 村落地区診療所改築事業： 

San José 市、総事業費 21 万 5,000 レンピーラ（約 130 万円）、資金源：貧困削減基

金（ERP）資金・地方交付金、実施期間：2008 年 7 月～2008 年 12 月 
 Pasquingual 地区農村給水事業： 

Dolores 市、総事業費 77 万 6,000 レンピーラ（約 465 万円）、資金源：FHIS 資金・

地方交付金・住民役務負担（事業費の 35％）、実施期間：2009 年 1 月～2009 年 6 月

 Joconales II 地区農村給水事業： 
Corquín 市、総事業費 50 万 5,000 レンピーラ（約 300 万円）、資金源：AECID・住民

役務負担（事業費の約 20％）、実施期間：2009 年 2 月～6 月 
 San José de Bosque 地区簡易浄化槽トイレ整備事業： 

Dolores 市、総事業費約 23 万レンピーラ（約 140 万円）、資金源：ERP 資金、実施

期間：2009 年 7 月～10 月 
 Santa María las Brisas‐Zacatales コミュニティ立小学校建設事業： 

La Unión 市、総事業費約 30 万レンピーラ（約 150 万円）、資金源：市の自主財源、

実施期間：2009 年 10 月～2010 年 5 月（予定）（＊未終了：ディスバースの遅れに

より工事が一部ストップ） 
 San Pedro 生活廃棄物処理場（衛生埋立）建設事業 

San Pedro 市、総事業費 50 万レンピーラ（約 250 万円）、資金源：スウェーデン国際開

発援助庁（Sida）スウェーデン市町村直接財政支援資金・地方交付金、実施期間：2009
年 2 月から準備開始、予定工期は約 4 カ月～5 カ月程度（＊未終了：準備調査の遅れ）

（PEM：市町村実施型事業） 
 San Agustín 市内 4 地区簡易浄化槽トイレ整備事業 

San Agustín 市、総事業費約 34 万 5,000 レンピーラ（約 200 万円）、資金源：ERP 資

金・地方交付金、実施期間：2008 年 7 月～2008 年 12 月 
 San Francisco El Ejido 地区診療所建設事業 

San Pedro 市、総事業費 30 万レンピーラ（約 180 万円）、資金源：Sida スウェーデン

市町村財政支援資金・地方交付金、実施期間：2009 年 6 月～（＊未終了） 
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これら小規模インフラ事業の形成・実施・運営管理のプロセスは、ホンジュラス政府の

DOCP 制度を利用したものであるが、そのプロジェクト形成に、前述のベースライン調査

と参加型開発計画を加え、地域の実情と住民参加の要素を加えた。さらに、DOCP 制度の

利用には煩雑な申請・実施手続きが課せられていたが、プロジェクトによる規定の手続

き・プロセス簡略化の提案が、DOCP 事業を所管する FHIS と資金ドナーであるドイツ復

興金融公庫（KfW）に一部受け入れられた結果、FHIS とイギート市連合会との間で協定合

意書が 2 本締結され、プロジェクトの申請手続きや、その実施条件等が大幅に簡略された。

また、より効率的な実施のため、イギート市連合会信託基金管理の規定や細則集がプロジ

ェクトの支援により改訂された。 
PEC 型においては、市の技術ユニットが住民実施委員会（CEP）を組織し、契約、調達、

会計管理や事業運営についての研修を段階的に実施し、CEP が事業実施の一連の業務を進

めていく。その際、イギート市連合会は、設計のための仕様書作成や、エンジニアによる

定期的な工事監理を行っている。また、CEP 内には社会監査委員がおり、事業の適切性・

透明性確保に努めている。PEM 型においては、市が直接上記のプロセスを実施するが、事

業によっては住民委員会を関与させ、事業における住民参加を促すなどの工夫が見受けら

れた。小規模インフラ案件の実施体制においては、CEP メンバーから、事業実施への住民

参加に関して積極的に評価する声が多く聞かれた。 
ただ、コミュニティ開発計画や市開発計画には実施する予定のプロジェクトリストが含

まれるが、当 FOCAL プロジェクトの支援によって具体化できるのはそのなかのほんの一

部である。市独自で実施している事業ももちろんあるが、実現できない案件が多い場合に

は、市行政への住民のプレッシャーが大きくなるとの発言があった。それに対しては、住

民自身で実施できる事業の比率を増やしていき、住民自身にも開発プロジェクトの実現に

責任をもってもらうようにしたいとの市行政側の発言もあった。住民の参加を得た計画の

策定には、その後の実現に向けた双方の責任を明確化する必要もあり、今後もフォローが

望まれる。 
なお、FOCAL モデルにおいて当初予定されていたのは 5 つのコンポーネントであり、

上述してきた①ベースライン調査、②参加型地域開発計画策定、③小規模社会インフラ整

備事業の実施のほか、④年次業務計画と予算編成、⑤財務管理・会計システム、の 2 つも

当初は含まれていた。しかし、年次業務計画と予算編成の導入は、市側の要望により 2 市

のみでの導入となった。業務量に対して人員が不足していることが主な要因であった。ま

た、予算編成、財務管理・会計システムについては、システム導入はステップ２の 5 市の

みで試験的に実施したが、他ドナーの支援が入ったために途中でプロジェクト活動から除

外した経緯がある。 
 

・成果３「ベースライン調査や市開発計画策定から得られた結果を分析し課題・有効な方法が

把握される（ステップ３）」については、4 普及市においてベースライン調査がほぼ完了し、

またプロジェクト期間内に地域参加型開発計画が終了予定であり、この成果は達成される見

込みである。 
ベースライン調査、及び、参加型開発計画の業務の内容や流れについては成果１、２にて

述べたとおりで、このステップ３ではステップ２のパイロット市において実施した手順・方
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法に従ってイギート市連合会が普及 4 市でそのプロセスを再現した。プロジェクトの直接的

な指導があったステップ２と比べても、市に対する研修業務や支援体制はその業務の質、丁

寧さにおいて遜色ない。 
ベースライン調査については、普及市 4 市において、報告書の取りまとめ等を残し、ほぼ

終了している。イギート市連合会の技術ユニットの担当者が、定期的に市に通い研修の開催

や調査のフォローをしており、市側からはイギートからのサポートには満足しているとのイ

ンタビュー結果がある。 
参加型開発計画は、4 市の普及市のうち 2 市（Dulce Nombre 市と Belen Gualcho 市）が選挙

で担当職員が免職され、遅れていたが、Dulce Nombre 市については、4 月末から残っていた

中心部地区でのリーダー研修が再開され、5 月からコミュニティ開発計画の作成作業が始ま

る。市長・市職員ともに継続している市（Talgua 市）と、市長は交代したが担当職員は継続

している市（Cucuyagua 市）に関しても、4 月末からリーダー研修が始まり、すべての作業が

終了するのが、2010 年 7 月下旬から 8 月上旬の見通しである。 
上記から、ステップ２での技術習得とステップ３における活用を通じて、イギート市連合

会のベースライン調査、及び、参加型開発計画に係る FOCAL モデルの技術の蓄積が進んで

いることがうかがえる。 
 

・成果４「市町村小規模社会インフラ整備事業の PEC（住民実施型）案件の実施から得られた

結果を分析し、PEC 事業に関する課題、有効な方法が把握される（ステップ３）」について

は、4 普及市において、小規模社会インフラ事業の PEC 案件が、AECID の資金支援で実施予

定であり、この成果は達成される見込みである。 
普及市における小規模社会インフラ整備事業の PEC 案件は、AECID の資金援助で 2010 年

9 月までに終了予定である。この時点においては、当初活用していた中央資金（FHIS の DOCP
資金や、ERP）のディスバースが滞り、更に 2009 年 6 月の政変の影響から制度自体もその先

行きが不透明になったため、それに代えて、AECID や Sida などの他ドナーの提供する資金

を活用するようシフトしている。 
普及 4 市での具体的事業については以下のとおりである。 

 Dulce Nombre 市：小学校中央広場での屋根付設事業（事業費：約 300 万円） 
 Talgua 市：中央公園の修復事業（事業費：約 280 万円） 
 Belen Gualcho 市：コミュニティ立小学校建設事業（事業費：約 250 万円） 
 Cucuyagua 市：小学校修復・増築事業（事業費：約 250 万円） 

ベースライン調査や地域参加型開発計画と同様、小規模インフラ事業でも、ステップ３に

おいてはイギート市連合会のみで対象市に対して支援・指導を行っていることにより、イギ

ート市連合会内での経験の蓄積が進み、ステップ２で得たモデルの更なる検証、修正が進ん

でいる。 
 
・成果５「市町村小規模社会インフラ整備事業の PEM（市町村実施型）事業の実施から得られ

た結果を分析し、PEM 事業に関する課題、有効な方法が把握される（ステップ３）」につい

ては、パイロット市以外の市における小規模社会インフラ事業の PEM 案件が、AECID の支

援で実施予定であり、この成果は達成される見込みである。 
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ステップ３における小規模社会インフラ整備事業の PEM 案件は、下記の事業が AECID の

資金援助で 2010 年 10 月までに終了予定である。 
 San Agustin 市：子供公園（AECID 資金） 
 Santa Rosa de Copan 市：運動場（AECID 資金） 

ただし、上記 2 市は、これまでプロジェクトがかかわってきた普及 4 市ではなく、イギー

ト市連合会の構成市であってもこれまでプロジェクトとかかわりを持ってこなかった市であ

り、イギート市連合会が FOCAL モデルを他の市でも適用していることになる。特に Santa 
Rosa de Copan 市はイギート市連合会やプロジェクトが事務所を構えるプロジェクト地域の

中心地であり、FOCAL モデルのイギート市連合会内での普及を達成するうえでも重要であ

る。 
PEM 型・PEC 型を問わず、ステップ３においては、インフラ事業実施は地域参加型計画策

定が終了する前に、同時並行で進められているところが、当初予定していたサイクルと異な

っているところである。 
 
・成果６「改善プロセスでの経験を確認し、普及する（取りまとめ）」については、普及をめざ

した開発モデルの一般化・取りまとめ、最後にプロジェクトの知見、グッドプラクティス経

験取りまとめ及びワークショップ開催予定で、この成果は達成される見込みである。また、

以下の活動もこれまで行われており、成果６の達成に貢献している。 
短期専門家の 4 回にわたる派遣により、能力強化、制度構築に関する能力評価指標と能力

開発マニュアル案が作成された。現地関係者との調整を経て 2010 年 2 月に最終版を編集し、

新政権関係者に手交、成果の共有が行われた。能力開発指標・評価マニュアルは今後、検証・

実践的活用（今後の能力評価実施と評価結果の活用）のプロセスを検討し実施していく予定

である。5～8 月で、ステップ３の参加型ベースライン調査に係る評価（イギート市連合会、

構成市、住民代表）が予定されている。 
また、新政権発足後のタイミングをねらって、FOCAL の成果共有と、その手法・研修マ

ニュアル（6 種）や能力開発マニュアルについての情報共有のために、2010 年 2 月末から 3
月上旬にかけて新政権（中央レベル、地方レベル）関係者に対してセミナーを実施した。同

セミナーでは、中央関係機関の FOCAL 継続に対する意欲が確認されたほか、全国の市連合

会に対して行われたセミナーでは他の複数の市連合会からも FOCAL モデルを採用したいと

の声があがった。アンケート結果を見ても大変好評だったことがうかがわれる。 
成果・経験の取りまとめと情報共有が行われた後は、中央・地方レベル両方でプロジェク

トの経験を持続させ、更に発展させるための働きかけが必要となる。上述の能力評価や新政

権へのセミナーなどの活動や、現在の中央・地方レベルにおける FOCAL プロジェクトへの

関心の高まりからいえば、プロジェクトによる十分なフォローさえあればそういった動きは

更に可視化するだろうと考えられる。 
 
２－３ プロジェクト目標の達成度 

プロジェクト終了時までに以下の工程が予定どおり完了すれば、プロジェクト目標は達成され

る。 
（1）イギート市連合会の 6 パイロット市で実施されている 8 件のうち未終了の 2 市 3 件の小規
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模インフラ事業（ステップ２） 
（2）イギート市連合会の 4 つの普及市で実施されている小規模社会インフラ事業と市開発計画

策定（ステップ３） 
現在のところ、イギート市連合会の支援ユニットが中心となり傘下の市に対してベースライン

調査・参加型開発計画策定・小規模インフラ事業実施に関する研修などを通じた支援を着実に実

施している。FOCAL プロジェクト対象外の事業に対しても FOCAL モデルを自主的に適用してい

る例もあり、イギート市連合会内で手法として形成されつつあるといえる。また、プロジェクト

実施中に作成されたインフラ事業管理（プロジェクト形成、実施、運営、維持管理等）のマニュ

アルや手引書は、市やイギート市連合会の参加を得たうえで地方の実情に合わせて見直された。 
以上のように、イギート市連合会及び構成市において、社会インフラ整備事業を、形成、実施、

運営、維持管理できる適切なモデルは形成されつつあるといえ、プロジェクト目標は達成される

見込みである。 
 
２－４ 上位目標の達成見込み 

3～5 年後にこのプロジェクトの上位目標が達成される可能性は高い。プロジェクトが実施され

た、イギート市連合会、パイロット構成市及び普及構成市における FOCAL モデルの定着度は高

く、程度の差はあれ、イギート市連合会、構成市の職員のみならず住民代表に至るまで能力強化

が行われており、総合的上位目標の達成見込みがある。 
イギート市連合会の技術支援能力は、その組織面・予算面での強化とともに向上している。ま

た、構成市も強化され、自治体とコミュニティ双方向の信頼関係も生まれている。しかしながら、

構成市についてはその能力にはまだ不安定な面もあり、上位目標達成のためにはイギート市連合

会の技術支援体制の更なる強化に引き続き尽力することが肝要である。 
市連合会の支援の下で包括的、体系的な市行政による開発モデルを構築して、有効な地方分権

化・開発行政の一事例を相手側中央政府機関に提示していくことで、ホンジュラスにおける地方

分権化計画へのインパクトは見込める。 
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第３章 評価結果 
 
３－１ 評価 5 項目による評価 

評価 5 項目による評価結果を以下に記す。評価項目とその詳細な結果については、付属資料 5．
の「評価グリッド」を参照のこと。 
 

３－１－１ 妥当性 
このプロジェクトの妥当性は以下の理由から「極めて高い」と判断される。 
 
前述のとおり、ホンジュラスは貧困削減戦略文書（PRSP）の効果的な実施及び MDGs の達

成に係る適切な環境整備のため、地方分権による地域開発を推進しており、その一環として、

ERP 基金、FHIS-DOCP 事業、地方交付金等の形で中央から地方への財政移転が進められてきた。

ところが、受け手側の地方自治体にこれらを有効活用する行政能力が不足しており、この問題

に対応して行政の能力強化をめざした本プロジェクトのアプローチはホンジュラスの政策に合

致しており、妥当性が高いといえる。 
本プロジェクトでは、上記の DOCP 事業実施サイクルを現地事情に合わせた形に簡素化した

と同時に、元の DOCP サイクルにはなかったベースライン調査や参加型開発計画策定を盛り込

んだ、総合的なサイクルを推進している。また、参加型アプローチを推進することによりニー

ズの反映と、事業実施の透明性を確保し、地域コミュニティの潜在能力を生かし、これの協働

体制を確立している。こうしたプロセスが地域社会のエンパワーメントと地域自治の強化につ

ながることが期待されている。 
2010 年 1 月の政権交代後、構成市の市長や職員に多くの交代があったにもかかわらず、イギ

ート市連合会が継続的な技術支援を実施できており、政権交代の影響を受けにくい市連合会へ

の技術移転をめざした本アプローチの妥当性を証明している。 
さらに、本プロジェクトは、モデル開発（ステップ１）と、プロジェクト市での実施（ステ

ップ２）に続き、ステップ３として、イギート市連合会と市のみで一連のプロセスを実施する

ステップを設けてプロセスの自立発展性を確保する仕組みを確保している。その実施の過程で

手法や内容の調整もできる仕組みを確保していることも、モデルの妥当性を高めるうえで効果

があった。 
また本プロジェクトは、JICA の対ホンジュラス援助重点分野（農村部地域開発）の下、協力

プログラム「農村開発」に位置づけられるプロジェクトである。同分野に係る協力方針として、

当国でも最も貧しい基礎自治体が集中する西部地域を重点とする旨、定められている。本プロ

ジェクトは、西部地域の一市連合会を対象に、その構成市での小規模インフラ整備事業の計画、

形成、実施、運営・維持管理に係る市の能力強化とその市連合会での支援体制の整備を通じて、

地域開発に貢献することが期待されている。したがって、日本の援助政策・JICA 国別事業実施

計画（事業展開計画）との整合性も高い。 
 

３－１－２ 有効性 
プロジェクトの有効性は以下の理由から、プロジェクト終了時までの見直された工程が予定

どおり完了すれば「高い」と判断される。 
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（1）プロジェクト目標の達成度は高いと判断される 
プロジェクトは、イギート市連合会を舞台として、構成市が市連合会の支援を得ること

で、①ベースライン調査、②参加型地域開発計画策定、③小規模社会インフラ整備事業の

実施という 3 つの業務を、トータルプロセスとして実施する能力を育成するとともに、そ

のモデルを提示することを目的とする。 
ステップ２に関しては、イギート市連合会及び 6 パイロット市において、ステップ２の

サイクルで実施した 8 件の小規模社会インフラ整備のパイロット事業のうち 5 件が終了、

3 件（2 市）は 2010 年 6 月までに終了予定である。さらに、普及市を対象としたステップ

３については、市長の交代などを伴った政変の影響が大きく、①のみ完了という状況にあ

るが、普及対象の 4 市では、ステップ２で能力を向上させたイギート市連合会が支援をし

ながら、②に関しては 2010 年 8 月まで、③に関しては遅くとも 2010 年 9 月までに完了予

定である。 
なお、「２－２ 成果達成度」の項で記述したとおり、当初予定されていた「財務管理・

会計システム」、及び「年次業務計画・予算編成」については、パイロット市のみで実施

し、普及市ではプロジェクトの範囲から除外した経緯がある。 
③の事業実施サイクルは、本来であれば PDM 策定の後となるが、ステップ３において

は PDM 策定と並行して行っており、2010 年 9 月までに完了予定である。実施する事業は

PDM の中で特定する代わりに、各市で既に想定されていた優先順位に基づいて選定され

た。 
 

（2）実施プロセスの質の確保の観点もおおむね良好であった 
ベースライン調査に関しては、実施体制の面でファシリテーターの定着率などの不安定

さはあるものの、費用面、業務の難易度や住民参加の度合いなどの項目については良好な

評価結果であった。また、行政側が地域住民のセンサス情報や社会経済事情を把握でき、

地域の問題がより意識化されたという結果も得られた。 
PDC の策定に関しても住民の参加が適切に得られた。PDM 策定に関しても PDC を基に

適切に取りまとめられたが、業務量の面から市職員のみでカバーできず、臨時の職員など

を雇って対応してきた。ステップ３にあたっては、イギート市連合会がその取りまとめに

あたる市職員へのサポートを、その業務量にも留意して行う必要がある。 
小規模インフラ事業は、PEC 事業ではコミュニティの実施委員会のモチベーションが高

くオーナーシップが発揮されていた。例えば、事業実施にかかわる責任感が増したり、会

計などの研修を受けることで技能を身に着けることができることも住民にとってのイン

センティブとなっているようであった。また、コミュニティの参加が想定されていないタ

イプの PEM 事業でも、コミュニティの意見を施工デザインを決めるとき等に部分的に取

り入れるなど、実施に工夫がみられた。 
研修の実績も十分あり、実施段階に応じて段階的に研修を行うなど丁寧さが見受けられ

た。6 種類あるマニュアルも有益で使いやすかったとの声があった。 
 

（3）モデルの有効性の評価と普及・発展が担保されつつある 
なお、モデルの有効性を適正に評価するとともに、モデル自体の普及・発展性、適用可
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能性を担保するためには、上記①～③の各段階において、どのようなアクターが関与して

おり、それぞれがどのような能力をどの程度つける必要があるかを明確にしていく必要が

あったが、2009 年度に派遣された短期専門家（能力開発・評価）の協力により、能力評価

マニュアルが作成され、能力強化の道筋やプロセスが明確になり関係者の達成能力の評価

が可能となった。また、それぞれのアクター間の関係強化の必要性についても明らかにな

ってきた。 
 

３－１－３ 効率性 
達成された成果からみて、投入は効率的に行われたが、途中 20 カ月のプロジェクト期間延長

が行われたので、効率性は「やや高い」と判断される。 
 

（1）専門家派遣は適切に行われた 
専門家派遣は計画どおりに行われ、適切な質・数が投入された結果、アウトプットが達

成され、ベースライン調査結果、計画書、手引書、マニュアル類等の成果品は現地のフィ

ードバックを得ながら作成された。また、すべてのプロセスでの研修やアドバイス等も適

切に実施された。 
また、短期専門家（能力開発・評価）による 4 回の派遣では、能力評価マニュアルが作

成され、カウンターパートや住民代表のための能力強化の道筋やプロセスが明確になっ

た。その結果、行政強化に必要な能力とその評価の方法、そして能力の向上に必要な具体

的な研修や経験が関係者に理解された。 
 

（2）カウンターパート配置はほぼ適正に行われた 
カウンターパートは、ほぼ計画どおりに配置された。直接的なカウンターパートである

イギート市連合会とはプロジェクト期間を通じて緊密な協力体制を築いた。イギート市連

合会は、中間支援組織のため政治的要素が少なく、政権交代に影響されることが少なかっ

た。市では、ファシリテーターの辞職がたびたび発生し、その都度研修をやり直さなけれ

ばならなかったほか、市長交代が技術スタッフの雇用に影響を及ぼし、プロジェクトの進

捗にも影響を来したが、市連合会の支援と住民参加型としたことで、影響を最小限にとど

めることができた。今後は、FOCAL モデルの普及と職員の間でノウハウを蓄積させるこ

とで、影響がより少なくなるように配慮する必要がある。なお、中央レベルのカウンター

パートである FHIS とは、その DOCP 制度の利用や、制度の簡易化に向けての連携など良

好な協働体制にあったが、その資金ディスバースが滞るにつれ、後半部分は FHIS よりも

ERP や他ドナーとの関係が深まった。 
 

（3）プロジェクトの総投入コストは低い 
本プロジェクトではホンジュラスに存在する既存の小規模社会インフラ事業をパイロッ

トプロジェクトとして位置づけ、その実施を通じてモデルを形成している。投入（コスト）

の面では、現地リソースを活用し、ホンジュラス及び他ドナーの資金をパイロット事業に

充てることで投入コストをかなり低く抑えられた。 
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（4）プロジェクト進捗の遅れがあり、対策がとられた 
ホンジュラスによる当該資金のディスバースに小規模インフラ事業の進捗とプロジェク

ト実施期間が左右されることになり、効率的に業務を実施することが困難な部分もあっ

た。この課題に対してプロジェクトは当初予定していた FHIS の資金のみではなく、ERP
資金や他ドナーの資金を活用するなどして対応してきた。 

プロジェクトは、20 カ月の延長期間を経ているが、これは上記のとおり中央の資金ディ

スバースの遅れによるところが大きい。ただ、１から３のステップの実施のために確保し

ていたのは 2 年半のみで、その間にモデル開発と、ベースライン調査・参加型開発計画策

定・プロジェクト実施というサイクルを 2 回、別々の市で行うことになっていた。また、

プロジェクト実施の資金をはじめさまざまな部分でホンジュラス側のサイクルに左右さ

れる仕組みとなっており、選挙によって中央・地方の長だけでなくその下の職員までもが

総入れ替えになるという慣習があったり、今回のように政変が起こる可能性も十分考えら

れた。ホンジュラスの実施サイクルに合わせ、また突発的な事項を考慮すると、もともと

のプロジェクト期間が短かったともいえる。 
上記に加え、2009 年 6 月の政変以降の政治・社会的な混乱も、プロジェクトの進捗に大

きな影響を与えた。ただ、その影響のなかにあっても現地での作業を継続させてきており、

イギート市連合会及びプロジェクトの努力がうかがえる。 
 

３－１－４ インパクト 
プロジェクトの実施により以下のインパクトが認められ、3～5 年後に上位目標が達成される

可能性は高い。 
 

（1）上位目標の達成見込みは高いと推測される 
プロジェクトが実施された、イギート市連合会、パイロット市及び普及市における

FOCAL モデルの定着度は高く、程度の差はあれ、市連合会、構成市の職員のみならず住

民代表に至るまで能力強化が行われている。また、市長、市技術スタッフと住民の間に恒

常的な信頼関係も生まれている。ただ、構成市についてはその能力強化にはまだ不安定な

面もあり、上位目標達成のためには構成市への技術支援体制とその組織能力の更なる強化

に引き続き尽力することが肝要である。 
 

（2）プロジェクト実施による正の波及効果、インパクトとして以下が見込まれる 
・ 全国の市町村にネットワークを持つ AMHON を通じた波及効果が期待されている。ま

た、既に少なくとも 4 つの市連合会（MUNASBAR、MAVAQUI、CRA：以上サンタバル

バラ県、MOCALEMPA：レンピーラ県）から FOCAL モデルに対する関心が寄せられて

いる。 
・中央レベル（内務司法省）で市開発計画策定の規定を取りまとめ法令化する予定である

が、そこにも FOCAL プロジェクトの成果・経験が盛り込まれる予定である。 
・2008 年 6 月に最高地方分権化諮問会議で承認された全国の市開発計画に係る新しい規

定・基準集（標準要領）に、市開発計画の枠組み、計画づくりの手順や手続き、参加組

織などについての共通したルールが記されたが、そのなかに FOCAL プロジェクトでの
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ベースライン調査、参加型計画づくりの手法、経験のエッセンスが盛り込まれた。 
・FHIS の DOCP 事業の業務プロセスの改善、簡素化につながる事業改善提案を行ったと

ころ、FHIS-KfW 案件のディスバースの手続きプロセスが簡素化された。 
・AECID の西部事務所では、イギート市連合会を通じて 2010 年度（5 月から実施予定）、

全 13 構成市に対して小規模インフラ事業の資金協力を行う取り決めがなされた。事業実

施の際には FOCAL の事業実施管理モデルを適用することが条件づけられている。 
・ベースライン調査の結果は、プロジェクトのためだけではなく、今後の市の投資計画の

基本情報として使用できる。また、現場でのベースライン調査と参加型開発計画の策定

プロセス手法を導入し、地方自治体の開発計画の策定プロセスの定着に貢献している。 
・一部パイロット構成市が自主的に FOCAL モデルを適用し、インフラ事業を実施（3 件）

した。 
・イギート市連合会は最近新しく経済開発ユニットや環境ユニットを開発し、インフラに

限らず他セクターにも支援を拡大していく方針である。例えば環境分野では環境省から

既に資金を取り付け、これから構成市において森林や流域管理の面で活動を行うとして

いる。このように、イギート市連合会の組織強化、予算増加に伴い、他分野でのニーズ

に応えるような動きが出ている。内務司法省もマルチセクターにおける市連合会の役割

に期待しているとのコメントがあった。 
 

３－１－５ 自立発展性 
自立発展性は、以下の理由から「高い」と判断される。 

 
・ イギート市連合会の能力強化は、本プロジェクトの自立発展性の確保に向けたひとつの大

きな鍵となる。イギート市連合会は、そのパフォーマンスにおいて、他の市連合会と比較

しても突出しており、FHIS などにそのパフォーマンスの高さを認められ表彰を受けるほど

優秀である。また、イギート市連合会の支援は非常に有益であり、負担金に見合う仕事を

してくれると、構成市からの評価も高い。組織レベルでは、職員やユニットの増加、契約

形態が期限付きでなくなり職員の雇用が安定したことや、内規の整備などによる組織強化

がみられる。具体的には、プロジェクト開始前に 3 名だった職員（マネジャー、職員 1 名、

秘書 1 名）が現在までに 14 名に増員され、組織体制もないに等しかった状態からユニット

を 6 つ持つまでに充実した。最近創設されたユニットに、自然資源・環境、土地利用計画

や地方経済開発がある。財務体制も、予算が最近 4 年で倍増しており、現在その運営費を

ほとんど自費（構成市からの負担金）で賄えている。将来、地方交付税の増加に伴い、市

からの負担金も増加する見込みであり、市連合会の財務体制は更に強化される見通しであ

る。また、法的にも、2010 年 1 月に市町村改正法が発布され、市連合会の役割や構成市の

市連合会に対する負担についても明確化されている3。職員レベルの能力強化に関しては、

ステップ２では本プロジェクトより研修などによる能力強化支援を受けつつ、自らも市職

員に対する研修やサポートを担った。ステップ３では彼ら自身のみで普及市に対してサポ

                                                        
3 2010 年 1 月発布の法令第 134-2009 によると、市連合会は、市の協力形態のひとつであり、法的に拘束され、その構成する市

に従属し補佐する地域団体であり、個々の市では実施できず優先順位の高いプログラム・プロジェクト・サービスの委託を

受け実施・管理を行う、とされている。また、構成市の拠出金額は理事会で決められ、国から市に対する交付金から直接差

し引かれる、と規定されている。 
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ートを行っており、イギート市職員への能力強化は確実に進んでいるといえる。 
 
・ 構成市においては、FOCAL プロジェクトの実施を担う支援ユニット（1～2 名）がすべて

の構成市（パイロット 6 市＋普及 4 市）で新設された。また、そのほか、コミュニティ開

発ユニットや地方経済開発ユニットなどが新設され、職員数が、プロジェクト実施前は市

長を含め 6 名であったのが、プロジェクト開始後には 12 名まで増えた San Jose 市などの例

もある。財政面では、中央政府の予算に占める市町村への交付金の割合が、5％から 7％（将

来的には 11％を予定）に上がっており、財政移転が進むにつれ、開発主体としての市町村

の役割が増大している。上述の San Jose 市の例では、2005 年の 1,571 万円から、2008 年に

は 3,600 万円と予算規模が拡大している。職員レベルでの能力強化・パフォーマンスにつ

いては、今のところ、ベースライン調査と小規模インフラ実施に係る業務はある程度スム

ーズに実施できている。他方、PDC や PDM の取りまとめについては、その業務量から市

職員だけでは対応しきれず、これまでは相当程度イギート市連合会のサポートが入ったり、

臨時の職員が雇用されたりしている。 
 
・構成市に関しては、2010 年 1 月の新政権移行後、市長及び技術支援ユニットともほぼ半数

が交代する事態になったが、イギート市連合会が支援する体制が強化されていることと、

住民自身のなかに地域の開発計画の作成と実施について主体性と責任感が醸成されつつあ

ることから、現在のところ政権交代の大きな影響はみられない。今後、引き続き注意深く

推移を見守る必要がある。イギート市連合会には FOCAL モデルに基づくツールやノウハ

ウは蓄積されており、選挙により構成市の職員の交代があった場合は、支援のファシリテ

ーターらの研修を最初からやり直す方針であることがインタビューで確認され、実際それ

を実行している。 
 

・ FOCAL プロジェクトの自立発展性のためにはコミュニティレベルでも参加型手法・習慣

が浸透することが望ましく、参加する住民の参加度合いやモチベーションの面にも留意す

る必要がある。ベースライン調査においてはファシリテーターが途中で辞めるケースがい

くつかあり、研修を再度やり直したり、効率的に進まなかった面がある。他方、小規模イ

ンフラ事業に係る実施委員会に関しては、自らの手で事業を実施するというモチベーショ

ンと、能力強化の機会が得られるため、コミュニティ組織としての持続性はある程度期待

できる。また、コミュニティの参加率の低下や、政権交代でコミュニティ組織が政治化す

るケースもあるため、今後は（これまで特に取り組んでこなかった）コミュニティ組織の

強化も必要だとの指摘が、イギート市連合会から聞かれた。 
 
・FOCAL プロジェクトでは、ベースライン調査、PDC や PDM の作成、小規模インフラ実施

の各プロセスにコミュニティが参加したことにより、プロセスの透明性と正当性が増した。

例えば、事業を形成・実施するにあたり、以前のように中央によるトップダウン方式によ

る判断や、市長の（政治的な）独断で進めるのではなく、住民自身が意思決定プロセスに

かかわれることにより透明性と正当性が増したとの声があった。市長が交代したためそれ

までの PDM はすべて反故にする、といった事態は少なくとも今回訪問したところでは起
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こっておらず、コミュニティのニーズに基づいているものとして新しい市行政も基本的に

それを尊重し、その実施に努力していく、といった声が聞かれた。選挙の影響を最小限に

とどめ、FOCAL の自立発展性確保に貢献している参加型手法の効果のひとつである。 
 
・広く市民が参加することで、市民の間で地域の開発に関する主体性や責任感が増している。

他方、参加型を取り入れることにより住民による市への要望が増しているため、対応する

ための市側の能力強化も一層必要になってくる。また、参加型 PDC の中にはコミュニティ

独自で取り組みが可能な事業も存在するため、イギート市連合会や市がどのようにそれら

の取り組みを促すのかなど、その後のフォローや対応も今後考える必要がある。 
 
・また、市町村が FOCAL モデルを採用することの利点として、中央政府や他ドナーより資

金が受けやすくなるという可能性がある。既に AECID など一部ドナーは、FOCAL モデル

の適用を義務づけた財政支援をイギート市連合会に対して行っている。また、市における

ベースライン調査報告書や開発計画の整備により、援助機関への支援申請がしやすくなっ

た、あるいは援助を受けることになってもそのために何度も調査を行う必要がなくなった、

という声もあった。 
 
・中央レベルにおいてプロジェクトの自立発展性のひとつの鍵となるのが制度化である。前

述のとおり、内務司法省は市町村の開発計画策定及び中央での認証作業についての制度化

を進める予定であり、このなかに FOCAL で使用したプロセスが取り入れられることが予

定されている。中央機関による FOCAL モデルへの関心、また、前述のように他の市連合

会による FOCAL モデル採用への意欲は、今後の FOCAL モデルの普及の可能性について

期待を抱かせるものである。 
 
・ 新政権における地方分権化政策下では、国家計画省が管轄する地域とサブ地域レベル4の計

画と、内務司法省が管轄する市連合会や市町村、コミュニティでの下位計画がある。FOCAL
プロジェクトの自立発展性のためには、それら省庁の推進する計画と整合性を確保するこ

とが今後の課題となってくる。 
 
３－２ 効果発現に係る貢献・阻害要因 

３－２－１ 効果発現に貢献した要因 
（1）計画内容に関すること 

本プロジェクトでは、地方分権化の一環としての DOCP 事業の実施母体である市政府と

それを技術支援する市連合会を人材と組織強化のターゲットグループとし、カウンターパ

ート機関である FHIS 及びイギート市連合会とともにプロジェクトを推進していった。イ

ギート市連合会という組織は、中央関係機関から地方自治体へ至る中間組織であり、市連

合会の職員は政治的変化の影響を受けることなく業務を遂行することができ、構成市への

技術支援の継続性が確保されていた。このイギート市連合会を通じた構成市の人材・組織

                                                        
4 国家計画省は、国を 6 つの地域（リージョン）とその下のサブ地域（サブリージョン）に分類し、その区分に沿った開発計

画を進める方針でいる。 
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の能力向上を図るという計画は妥当であり、効果発現に貢献した要因となった。 
また、イギート市連合会の活動方針が明確であり、人員の配置、能力、自立発展性につ

いても他の市連合会に比べて基盤、環境もある程度整備されており、パイロットプロジェ

クトを通じモデルを形成するのにあたり、適正な選定であり、効果発現に貢献した。 
 

（2）実施プロセスに関すること 
本案件は、調査・計画から事業実施までのプロジェクトサイクルを支援していること、

既存の事業実施資金を活用していること、住民参加を促していること、目に見えやすい小

規模インフラに絞ることというアプローチをとっており、実施プロセスにおいて適切なア

プローチであった。また、既存の DOCP 事業プロセスに、ベースライン調査や参加型開発

計画策定のプロセスを組み込むことにより、DOCP 事業を調査、計画、実施まで一連のプ

ロセスとしたことは適切なアプローチで、効果発現に貢献した。 
本案件の特徴として、ステップ３として、イギート市連合会自身で実施するステップを

設け、ステップ１から３まで実施する過程のなかでモデルの調整もする仕組みを確保して

いることも、実施プロセスとして適切であった。 
 

３－２－２ 問題点及び問題を惹起した要因 
（1）計画内容に関すること 

ホンジュラスによる当該資金のディスバースにパイロットプロジェクトの進捗とプロジェ

クト実施期間が左右されることになり、効率的に業務を実施することが困難な部分もあっ

た。この課題に対してプロジェクトは ERP 資金や他ドナーの資金を活用するなどして対応

してきた。この中央の資金ディスバースメントの遅れにより、プロジェクト期間を 20 カ

月延長し、１から３のステップの実施を確保することになった。このように突発的な事項

を考慮すると、もともとのプロジェクト期間が短かったともいえる。さらに、2009 年 6 月

の政変以降の政治・社会的な混乱も、プロジェクトの進捗に大きな影響を与えた。 
 

（2）実施プロセスに関すること 
ホンジュラスでは 2009 年 6 月に政変が発生し、2010 年 1 月の新政権発足まで特に中央

レベルにおいて政治・社会的な混乱が生じた。地方交付金や DOCP 事業のディスバースが

止められ地方行政に大きな財政負担を招いたり、支援対象の 10 市のうち 5 市で市長のみ

ならず職員まで交代したため、プロジェクトの進捗に少なからず影響を与えた。ただ、市

長が交代した市では、それまでの市長より新市長の方が積極的なため逆に好転したケース

もある、との指摘がイギート市連合会の担当職員からあった。 
 
３－３ 結 論 

本プロジェクトは FHIS-DOCP 事業の実施サイクルを基にして、手続きの簡素化を図るととも

に、コミュニティレベルの参加型ベースライン調査と、それに基づいた PDC、PDM の作成プロ

セスをつけ加えることにより適切に実施されてきた。参加型のプロセスを経ながら、作成された

PDM に基づいて形成された小規模社会インフラ整備事業の実施は、案件の正当性と透明性が高ま

る結果となり、コミュニティのニーズを反映したものになっているといえる。 
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本プロジェクトの実施プロセスに関しては、DOCP-PEC 事業に基づいた住民参加型の手法が用

いられ、コミュニティの実施委員会や透明性委員会を設置して実施の管理が行われてきている。

FOCAL プロジェクトは、このような参加型の計画作成と事業実施のプロセスと手法を中小規模

の自治体に適した小規模社会インフラ整備事業の実施モデルとして確立することができた。この

アプローチは、コミュニティの住民と市の間の協働関係を強化するとともに、地方ガバナンスの

改善に貢献している。 
本プロジェクトは、イギート市連合会をカウンターパート機関としてプロジェクトで形成され

たモデルの技術的な支援体制と研修機会を提供し、構成市への継続的な技術支援を実施する能力

の強化を行ってきた。人材の継続的な雇用が可能なイギート市連合会の技術支援能力の強化を通

じて、中小規模の自治体の地域開発能力を向上させるというアプローチは、極めて効果的であっ

た。 
プロジェクト実施の過程で、イギート市連合会の技術支援能力は強化されている。構成市につ

いてはその能力強化には未だ不安定な面もあり、上位目標達成のためには構成市への技術支援体

制とその組織能力の更なる強化に引き続き尽力することが肝要である。 
本プロジェクトの経験は、引き続きホンジュラス政府の貧困削減に向けた地域開発プロセスに

おけるコミュニティの参加を促進するための更なる取り組みに貢献している。 
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第４章 提言と教訓 
 
４－１ 提 言 

プロジェクトはステップ３の普及市での PDC 並びに PDM の作成とプロジェクト実施サイクル

の実践をプロジェクト期間内に実施することにより、プロジェクト目標を達成することが見込ま

れる。普及市に関しては、PDC と PDM の形成と優先プロジェクトの実施サイクルの実践を並行

して行う予定である。実施サイクルの実践から得られた教訓を基にして、次のサイクルでは参加

型で作成された PDM の中で形成された優先プロジェクトの実施を行うことが必要である。 
プロジェクト期間内にプロジェクト目標達成の見込みが高いことから、プロジェクトは予定ど

おりに終了することができる。しかし、イギート市連合会による自立した活動を促進するために

プロジェクト期間中並びにプロジェクト終了後に以下の点を考慮する必要がある。 
 
（1）プロジェクト期間中に考慮すべき点 

イギート市連合会は 4 つの普及市に対して、特に PDC と PDM の作成支援、小規模社会イ

ンフラプロジェクトの実施サイクルの実践に関して十分な支援を行う必要がある。イギート

市連合会の技術職員の構成市に対する技術支援能力の向上に関しては、プロジェクトから継

続して必要な技術的助言を行うことが必要である。また、プロジェクト終了前に実施が予定

されている普及市での活動経験をフィードバックしプロジェクトの経験をまとめるワークシ

ョップには、イギート市連合会の活動に関心を示している他の市連合会の関係者をオブザー

バーとして招き、経験共有の機会を設けることが望ましい。 
2010 年 10 月のプロジェクト終了までに以下の活動を終了させる必要がある。 
1） 小規模社会インフラ事業 3 件（パイロット対象 6 市） 
2） PDC 作成（普及 4 市） 
3） PDM 作成（普及 4 市） 
4） 小規模社会インフラ事業実施 4 件（普及 4 市） 
5） 小規模社会インフラ事業運営・維持管理手法マニュアル作成（普及 4 市） 
6） 新しい担当職員（技術支援ユニット）への研修（普及 3 市） 
7） PDM 策定プロセスの手法・研修マニュアルの完成 
8） 普及をめざした開発モデルの一般化・取りまとめ 
9） 能力強化マニュアルに基づいたステップ３におけるイギート市連合会技術職員及び

市技術ユニット職員の評価 
10） 新政権での市開発計画の新たな規定・標準要領の政令化への働きかけ 
11） FOCAL モデルの他の市連合会及び自治体への普及に関する中央政府関係機関への働

きかけ 
12） プロジェクトの知見、グッドプラクティス経験取りまとめ 
13） 提言・教訓に関するワークショップ 
ただし、上記の活動のほとんどは、終了時評価調査の時点で取り組みが始まっており、そ

れらの活動をプロジェクト終了時までに確実に終わらせることが求められる。 
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（2）プロジェクト終了後の自立的な活動の持続性に関して考慮すべき点 
1） イギート市連合会はプロジェクトの経験を通して向上された技術能力を基に、構成市に

おいて参加型計画プロセスに基づいて作成された PDM から形成された小規模社会インフ

ラ事業の実施について継続的に技術支援を提供する必要がある。 
2） PDC と PDM はそれぞれコミュニティと市により定期的に見直すことが必要である。イ

ギート市連合会は構成市に対して PDC と PDM を定期的に見直すための適切な手続きや仕

組みの形成を支援する必要がある。 
3） コミュニティのイニシアティブを更に促進するために、PDC においてコミュニティ自身

で実施できる計画を分類しておくことが望ましい。 
4） コミュニティ参加型ベースライン調査のデータは、貧困削減や市のサービス提供に関す

る成果を測る指標として活用することができる。ベースライン調査を 4～5 年後に再度実施

することにより比較することができる。イギート市連合会はこのような活動に対する支援

も行う必要がある。 
5） イギート市連合会は地方経済ユニットを設置したように、他のセクターに関してもサー

ビスが提供できるように、技術支援サービスの能力の幅を広げることができる。このよう

なサービスを提供するためには他セクターの支援リソースに関する情報収集を行うことも

必要である。 
6） プロジェクトで形成された FOCAL のプロセスや手法などのモデルを他の市連合会や中

小規模の自治体に普及するにあたっては、イギート市連合会が普及のためのリソースとし

て活用できる。しかし、中央政府レベルにおいても普及を支援し調整するような体制や仕

組みを整備することが必要である。 
 
４－２ 教 訓 

本プロジェクトから得られた教訓は以下のとおりである。 
 
（1）イギート市連合会の継続性 

プロジェクトはイギート市連合会をカウンターパート機関としてその能力向上を図った。

市連合会の技術職員は政治的な変化に影響を受けることがなく技術支援の継続性が確保され

ており、市連合会を通して中小規模の自治体の能力向上を図るアプローチは効果的であった。 
 
（2）参加型のアプローチによる透明性の向上 

プロジェクトはコミュニティで参加型の手法によるベースライン調査を実施し PDC の作

成を行い、その計画に基づいて PDM の作成を行った。そのなかで形成された優先プロジェ

クトは、PEC 事業に基づいた参加型の手法を用いて実施された。プロジェクトでは、市のプ

ロジェクトとして実施する PEM 事業においても、PEC 事業のアプローチを用いて住民参加

の仕組みを加えた事業実施の実践も行っている。このような参加型のアプローチの活用はプ

ロジェクト実施の透明性と効率性を高めている。 
 
（3）既存のシステムと地元資源の活用 

プロジェクトの実施において自治体での社会インフラ事業の実施に関するホンジュラス政
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府の制度や仕組みなどの既存のシステムを活用した。既存の FHIS の DOCP 事業のプロセス

にコミュニティベースライン調査と参加型計画プロセスを加えた改定を行った。中小規模の

自治体でこのモデルを適用して事業を実施するにあたって、市連合会を技術支援の提供機関

として活用した。また、モデルの形成と市連合会の能力開発を行うにあたって、現地の事情

に詳しいローカルリソースを効果的に活用した。また、ベースライン調査や参加型計画作成

と実施のプロセスにコミュニティリーダーやコミュニティ組織が参加することにより、プロ

ジェクト管理の費用対効果と透明性が高まった。このような既存のシステムと地元資源の活

用が効果的なプロジェクトの運営に結びついている。 
 
（4）実施サイクルを考慮した適切なプロジェクト期間の設定 

当初のプロジェクト実施期間は 2 年半の予定であったが、資金のディスバースが遅れたた

めパイロットプロジェクトの実施サイクルの期間が延びた。その結果、イギート市連合会が

彼ら自身で普及市に対して一連のプロセスに技術支援を提供するステップ３を終了させるた

めに、20 カ月の延長が必要となった。このように、その国の事業の実施サイクルに沿ったプ

ロジェクトを形成するときには、実施サイクルとそれに伴う不測の事態の出現をある程度考

慮して十分なプロジェクト実施期間を設定する必要がある。 
 
４－３ 団長所感 

終了時評価調査を終えて、本案件の特徴と、導き出される提案を下記にまとめる。 
① 中南米地域における事業の継続性 

本案件が、市連合会に着目したのは、同組織が比較的政治的に中立であり、政変に影響さ

れにくいため、日本による協力の成果が継続されることを期待してのことであったが、本終

了時評価調査によって、プロジェクトの自立発展性をよく確保できていることが確認された。

本案件のアプローチは、頻繁に政権交代が行われる中南米諸国において実施される同様のプ

ロジェクトに、ひとつの解決策を示している。 
② 事業の透明性と説明責任の確保 

住民の参加を促したことにより、小規模インフラ事業の透明性と住民によるオーナーシッ

プを格段に向上させ、さらに、住民と行政の信頼関係も強くなっていることが確認された。

かかる参加型開発の効用は、必ずしも当初からねらったわけではないが、結果的に当プロ

ジェクトの大きな魅力のひとつとなっている。 
③ ステップワイズアプローチの効果 

プロジェクト実施期間を 3 つのステップに分け、プロジェクト実施期間中に上位目標の達

成に向けた働きかけも行っている。これは協力の対象を市連合会に置いたことに加え、本案

件の自立発展性の向上に寄与していることが確認された。 
 

評価結果でも示したとおり、本案件は多くの成果と教訓を示している。ホンジュラスには 18
県、298 市に 47 の市連合会が存在し、6 市以外はすべての市が何らかの市連合会を構成している。

県が実質的な行政機能を持たないなか、本案件が示した成果は、他の市連合会にも応用されるこ

とが期待される。その意味では、上位目標も超えて、本プロジェクトで確立した FOCAL モデル

を更に全国展開する可能性を秘めていると感じた。ミニッツ締結においても、カウンターパート
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機関（FHIS 及びイギート市連合会）の長のみならず、関連機関（内務司法省、国家計画省、社会

開発省、全国市町村連合会）の大臣、副大臣、もしくは理事長が参加し、FOCAL プロジェクト

を今後もホンジュラスにおける地方分権化のモデルとして広く推進したいという決意が述べられ

た。 
ホンジュラスは、2009 年 6 月のクーデターを経て 2010 年 1 月に新政権が発足したが、住民に

広く支持される本件の成果は、新政権にとっても大変関心が高いことがうかがわれた。しかし、

FOCAL モデルを他の地域で展開する際には、FOCAL モデルが中央政府によって法令化もしくは

ガイドラインとして正式に認められる必要があり、現在は確定していない地方分権に関する関係

省庁及び部局の責任所掌を整理する必要がある。今後本案件のフェーズ II が要請される可能性は

高いが、フェーズ II については、上記の推移を見極めたうえで開始することが望ましい。本プロ

ジェクトにおいては、住民を参加させることにより、事業のオーナーシップと透明性が向上した

ことが、評価結果からも確認できるが、ホンジュラス政府が上記の法令を決定することにより、

フェーズ II をホンジュラス政府がオーナーシップを持ち、日本の支援を活用しながら進めていく

ことが期待できる。 
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３．調査日程表
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４．投入実績

63

2006/09/01 2010/10/31 49 MM 

2006/11/01 2007/10/31 12 MM

2008/03/30 2010/10/31 31 MM

2009/04/19 2009/05/15 0.90 MM 

2009/06/14 2009/06/26 0.43 MM 

2009/09/15 2009/10/11 0.90 MM

2010/02/24 2010/03/09 0.47 MM

2006 7 25 28
4

6
13

12
2

27
2006 8 9

1 215
380

16

WS

2007 2 3
6 WS

1 6

500

2007 5 16 17 18 21
23 5

6

19
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2008 4 15 17 5 Dulce 
Nombre,Talgua,Cucuyagua,Belen Gualcho

19

2007 6 6 7
2

1 6

19
2007 7 27

1
1 6

10

3

2007 7 9
1 3 63

San Pedro 11
3 4

680

WS

2007 8 7 9
3

6
16

WS

2007 8 23 24 6
7

2007 9 11  6 8

PDZ

WS

2007 9 11

12
9 17 SJ 9 27

Dolores 9 28 SA
10 3 SA 10 4

Dolores 10 11
Dolores 10 20 27
SP 11 6 Union 11
12 13 Corquin 11

16 Union

12 WS 6
272 16

1

San Jose 42
3

Dolores 18 2
San Agustin 60 1

San Pedro 37 3
La Union 49 2

1
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  Corquin 27 3
1 1

PEDM
2007 9 11

6 7

9 22 SJ 10 4
Dolores 10 5 SA

10 7 Union 10 17
Corquin 10 18 Union

11 2 San Pedro

7 WS 6 192
10

1

San Jose 43 1

Dolores 22 1
1

San Agustin 31 1

San Pedro 13 2

La Union 68 1
1

Corquin 15
2 1

2007 8 30 31 9 1 22
1

2007 9 10
22 1

FHIS PEC 2006 12 4 8
5

14
15 3

18 9
FHIS

FHIS PEC 2007 12 4 7
4

1
5 2

2 13 6
21 17

FHIS

PEC PEM

2008 7  PEC PEM

Dolores San Agustin

2007 2 26 28
3

2
1 3
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SAFT  2007 7 12 13 5

17 2

PEC

4
1.

2.
3.

4.

San José Vivistorio
PEC 2008

7 12 4
28

Dolores Pasquingual
PEC 2009 1

6 4
Dolores San José de Bosque

PEC 2009 7 10
4

Corquín Joconales II
PEC 2009 2 6

4
La Unión Santa María las 
Brisas Zacatales

PEC 2009
10 2010 5 3

San Pedro
PEC

2009 4 2010 4
3

San Pedro San Francisco El
Ejido

PEC

2009 7 10 2

PEC 6 PEM PEC 1
CEP

CCS CMO
JAA

6

FOCAL AMHON
2 26

95
34

AMHON
FHIS EU-PROADES
AECID USAID DED

JICA FOCAL

FOCAL
3 2 UTM
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FOCAL FHIS

3 9

FHIS-11
2 3
3 2 SGJ-1

SDS-1
SEPLAN-6

AMHON-2
-6

4
27

No. 

1.  (4WD) US$ 25,500.00

2. LAMER LP116 US$ 1,154.04

3. EPSON Model EMP-S3 US$ 1,025.00

4. Kyocera FS-1900 US$ 756.00

5. Sony HANDYCAM DCR-HC21 US$ 980.00

6. HP Photosmart M417 US$ 235.27

7. PC Toshiba Daynabook US$ 1,338.32

8. PC DELL  XPS M1210 Lps. 32,600.00

9. PC SPSS US$ 2,499.96

10. PC Arcview US$ 1,650.00

Lps.

2006 1,739,844.64 8,706,183

2007 2,716,054.78 13,591,138

2008 2,638,500.00 13,203,054

2009 2,666,400.00 13,342,666

9,760,799.42 48,843,041

 Exchange Rate as of April 2010 1 Lps. = 5.004
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No. From To 

1. Guadalupe López FHIS 
Director General de Fortalecimiento 
Municipal y Comunitario 

Sep. 2006 Jan. 2007 

2. Francisco Bonilla FHIS
Director General de Fortalecimiento 
Municipal y Comunitario 

Jan. 2007 Dec. 2009 

3. Félix Martínez FHIS
Director General de Fortalecimiento 
Municipal y Comunitario 

Apr. 2010 Present  

4. Guillermo Díaz  FHIS
Coordinador Dirección General de 
Fortalecimiento Municipal y Comunitario 

Sep. 2006 Oct. 2006  

5. Melida Nativi FHIS
Asesora Municipal Dirección General de 
Fortalecimiento Municipal y Comunitario 

Oct. 2006 Mar. 2010 

6. Saidda Mendoza FHIS
Funcionaria Dirección General de 
Fortalecimiento Municipal y Comunitario 

Apr. 2010 Present  

7. Nolberto Lòpez CIH Gerente Sep. 2006 Oct. 2008  

8. José Bautista CIH Gerente Jan. 2009 Present  

9. Wilson López CIH
Coordinador de Unidad de Fortalecimiento 
Institucional 

Sep. 2006 Present  

10. Danilo Mejía CIH
Técnico Desarrollo Social Unidad de 
Fortalecimiento Institucional  

Jul. 2007 Present  

11. Ana Ruth Morales CIH
Técnico Planificación Municipal Unidad de 
Fortalecimiento Institucional  

Sep. 2008 Present  

12. Jorge Coto CIH Ingeniero Civil Unidad de Inversión Social Oct. 2007 Present  

13. Oscar Peña CIH
Técnico Administración Financiera 
Fortalecimiento Institucional 

Jan. 2007 Present  
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５．評価グリッドによる調査結果
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６．面談記録
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1

Asociación de Municipios de Honduras (AMHON)
Allan Díaz Director de Planificación 

Mirna Martínez Desarrollo Económico Local  

Guadalupe López Gerente de Incidencia 

Sonia Nelson Jefe de Departamento de Desarrollo Municipal 

Luis Castillo Jefe de Departamento de Desarrollo Económico 

2010 4 8 14:00 15:30 
AMHON

1)
FOCAL

Technical 
Backstopping

2)

FOCAL

3)

4)
OJT
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BL FOCAL

5)
AMHON DOCP

91

20
2010 1
AMHON 5% 11% 2010 7%

6)

FOCAL FOCAL 2008

AMHON
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2

Agencia Española de Cooperación Internacional para el Desarrollo (AECID)

Maribel Suazo  Coordinadora (Programa Fortalecimiento del Regimen Municipal 
y el Desarrollo Local PFRM) 

2010 4 8 16:00 17:00 
AECID

1)
AECID

AECID

JICA FOCAL
AECID

2)
FOCAL

3)

4)
FOCAL

BL

AMHON

5)
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6)
AECID 5

2010 12 44

5

4 21

6 Region 15 Sub-Region Zoning

FOCAL
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3

Secretaría de Desarrollo Social (SDS)
Miguel Munguía Director Ejecutivo de ERP 

Antonio Kawas Coordinador 

Germán Pineda  Coordinador 

Tania Barahona Red Solidaria 

2010 4 9 8:00 9:00 

1)
2

2009
SDS

ERP

2)
JICA FOCAL

ERP
SDS

SDS

3)

4)
FOCAL
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SDS

FOCAL

FOCAL JICA

FOCAL

SDS
FOCAL BL SDS

FOCAL

5)
FOCAL

ERP BL
FOCAL

FOCAL JICA SDS
SDS

6)
2008 4 2009 ERP

2007

ERP

Belen Gualcho 410
2006 2 150

2008
Talgua 2008

ERP
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4

Fondo Hondureño de Inversión Social (FHIS)
Gunther von Wiese Director Técnico Adjunto  

Celenia Zuniga Directora de Control y Seguimiento 

Félix Martínez Director General de Fortalecimiento Municipal Comunitario 

Saidda Mendoza Fortalecimiento Municipal y Comunitario 

Hugo Castillo Oficial UPEG Unidad de Planificación, Evaluación y  
  Gestión 

Fernando Alvarenga Asesor Legal 

2010 4 9 9:30 11:00 
FHIS

1)
FOCAL

FOCAL

DOCP FHIS FOCAL

FHIS FIDAS

FOCAL
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2)
6 1 FHIS

5 ERP
FOCAL

FOCAL FHIS
JICA

DOCP

3)

4)
USAID FHIS PEC

FOCAL PEC

FHIS AMHON

FHIS
FHIS

FHIS FOCAL FHIS

FHIS FOCAL

FHIS

5)
FHIS

FHIS
OJT 4

6)
FHIS KfW

FHIS
FHIS
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FHIS

FOCAL
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5

Secretaría de Planificación y Cooperación Externa (SEPLAN)
Julio Raudales Vice Ministro de Planificación  

Guadalupe Hung Asesora Técnica 

Casta Alicia Mejía Coordinadora Técnica 

2010 4 9 13:00 14:00 
SEPLAN

1)
FOCAL

2)

3 2010

3)

4)
FOCAL

5)
FOCAL Good Practice Register
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4

CD

6)
SEPLAN

Regional Commissioner
SEPLAN 6 Region 15 Sub-Region Sub-Region

11
Regional Commissioner

SEPLAN
SEPLAN Regional Commissioner

10

4 22



－90－

102

6

Secretaría de Gobernación y Justicia (SGJ)
César González Director de Unidad Técnica de Descentralización 

Julia García Directora de Participación Ciudadana 

Francisco Rojas Director de Desarrollo Local 

Marcelo Palermo  Experto PROADES/UE
 EU 

2010 4 9 14:30 16:00 

1)
FOCAL

FOCAL 4

2)
FOCAL
2010

3)

4)
FOCAL

FOCAL
FOCAL DOCP
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5)
FOCAL

FOCAL

6)
FOCAL

4 4 21
4 21

20
FOCAL

FOCAL

ASONOG NGO EROC

SEPLAN SEPLAN
6 Region 15 Sub-Region

Region/ Sub-Region
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7

Consejo Intermunicipal Higuito (CIH)
José Bautista Gerente 

Wilson López Coordinador de Unidad de Fortalecimiento Institucional 

Ana Ruth Morales Unidad de Fortalecimiento Institucional 

Danilo Mejía Unidad de Fortalecimiento Institucional 

Karina Flores  Coordinadora, Unidad de Desarrollo Económico Local 

Rigoberto Márquez Unidad de Inversión Social  

José María Saavedra  Alcalde del Municipio Dulce Nombre  
CIH

Manuel de Jesús García Vice Alcalde del Municipio La Unión 
CIH

Sergio Alvarenga Vice Alcalde del Municipio Corquín 
CIH

2010 4 12 9:30 11:30 
CIH

1)
FOCAL

FOCAL

FOCAL 2

FOCAL
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2)
5 FOCAL 8

BL BL

BL

BL
3

FOCAL 10
FOCAL

3)
OK

4)
FOCAL

FOCAL
FOCAL

FOCAL AECID
FOCAL FOCAL

5)
FOCAL

2 2
FOCAL

4
13 6 10
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5 FOCAL

FOCAL
FOCAL

BL

6)
PDM

PDM PDM
PDM 5

FOCAL

FOCAL

FOCAL FOCAL FOCAL
FOCAL

BL
FOCAL

FOCAL

30
FOCAL
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8

Elmer Posadas Vice Alcalde del Municipio San Agustín 

Gustavo Guevara Unidad Técnica Municipal, Municipio San Agustín 

Kati Contreras Asistente, Unidad Técnica Municipal, Municipio San Agustín 

Elsa López Representante de la Comunidad, Municipio San Agustín  

2010 4 12 15:00 16:00 

1)
FOCAL

FOCAL

FOCAL BL

2)
2 PEM

BL BL

BL

3)
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4)
FOCAL ERP

1,600

FOCAL
FOCAL

FOCAL

BL

5)
BL

FOCAL

6)
FOCAL



－97－

109

9

Serafín Tábora Alcalde del Municipio La Unión 

Manuel de Jesús García Vice Alcalde del Municipio La Unión 

Rudy Hernández Unidad Técnica Municipal, Municipalidad La Unión 

Daisy Mondragón Líder Comunitario El Sitio, Municipio La Unión 

Luz Marina Salguero  Líder Comunitario El Sitio, Municipio La Unión   

Edita Hernández Líder Comunitario El Trigo, Municipio La Unión 

Tránsito Montes Líder Comunitario El Junco, Municipio La Unión 

2010 4 14 9:00 9:50 

1)
1 7 FOCAL

FOCAL

2)
2

FOCAL BL
FOCAL

PEC

3)
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4)

FOCAL BL

5)

67

Identification

20

NGO

2

FOCAL

6)
FOCAL 30

JICA
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10 

Agencia Española de Cooperación Internacional para el Desarrollo (AECID)

Tomás Marcos Director Regional Occidente 

2010 4 14 16:00 16:40 
FOCAL

1)
AECID

JICA-FOCAL

FOCAL 100 AECID
98

FOCAL

2)
FOCAL
5 18 30 40 FOCAL

3)

4)

FOCAL

5)
AECID
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6)
AECID Feasible

30%

FOCAL JICA

AECID
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11 

Consejo Intermunicipal Higuito (CIH)
José Bautista Gerente 

Jorge Coto   

2010 4 15 9:00 10:30 
CIH

2009 95 2010 7 100

Coto FOCAL
Ana Ruth La Union

100
MDGs

PDC

1 3 PDM

FOCAL
FOCAL Ana Ruth, Danilo, Wilson, 2 5

BL 5 PDM 2 2

La
Union SAFT 2 (San Agustin, Trinidad)

FOCAL 8
13 UTM

4

FOCAL 2006
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UTM

PDM 4 5 1 PDC 1 1

Caxa Rural ERP
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12 

Saúl Arita Alcalde, Municipio Dolores, Copán 

Denis Gutiérrez Coordinador, Unidad Técnica Municipal, Municipalidad Dolores 

Jerson Díaz Unidad de Desarrollo Comunitario, Municipalidad Dolores, Copán 

José González Presidente, CEP, Comunidad Pasquingual, Municipio Dolores 

José Hernández Tesorero, CEP, Comunidad Pasquingual, Municipio Dolores 

José Campos Vocal 1, CEP, Comunidad Pasquingual, Municipio Dolores 

Manuel González Vocal 2, CEP, Comunidad Pasquingual, Municipio Dolores 

2010 4 15 9:00 10:00 

1)
Good Practice

2)
PEC

1 1
25 32 169 32

3)
5 1

JICA
25 3,500
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4

4)

NGO

FOCAL FOCAL

5)
NGO

6)
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13 

Amilcar Paz Mejía Alcalde Municipio Corquín, Copán 

Sergio Alvarenga Vice Alcalde del Municipio Corquín, Copán 

Jesús Espinoza Regidor Municipal, Municipio Corquín, Copán 

Wilfred Alvarenga Técnico, Unidad Técnica Municipal, Municipio Corquín, Copán 

Norma Justiniano Ex técnico, Unidad Técnica Municipal, Municipio Corquín, Copán 

Jesús García Ramos Presidente, Junta de Agua Joconales II, Municipio Corquín, Copán 
II

José Tito García Vocal 1, Junta de Agua Joconales II, Municipio Corquín, Copán 
II

María Roberto Vocal 2, Junta de Agua Joconales II, Municipio Corquín, Copán 
II

José Cecilio Mejía Tesorero, Junta de Agua Joconales II, Munidipio Corquín, Copán 
II

José Trinidad Mejía Fiscal, Junta de Agua Joconales II, Municipio Corquín, Copán 
II

Aide López Villada Secretaria, Junta de Agua Joconales II, Municipio Corquín, Copán 
II

2010 4 15 14:00 15:00 

6 7 PEC PEM

FHIS 80
26

42
1 10 2

PDC
Corquin 62 PDC 62
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2 1
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14 

Sergio Antonio Lemus Alcalde, Municipio San Pedro, Copán  

Neptalí Lemus Vice Alcalde, Municipalidad San Pedro, Copán 

Dilcia Valdiviezo Unidad Técnica Municipal, Municipalidad San Pedro, Copán 

Reynaldo Peña Presidente, CEP, Municipio San Pedro, Copán 

José Antonio  Vocal, CEP, Municipio San Pedro, Copán 

Ricardo Hernández Fiscal, CEP, Municipio San Pedro, Copán 

José Urrea Secretario, CEP, Municipio San Pedro, Copán 

Nora Mendoza Pérez Controlaría Social, Municipio San Pedro, Copán 

2010 4 15 15:30 16:30 

90 3 3 1
15
San Pedro 45

2
PDC 27

PDC

PDM 2 1
PDM

Patronato 1

PEM
PEC
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FOCAL PDM

PDM PDC
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15 

Santos Aguelas Vice Alcalde, Municipalidad Talgua, Lempira  

Uihua Ruiz Coordinadora Oficina de Mujeres, Municipalidad Talgua, Lempira 

Mirza Escalante Unidad Técnica Municipal, Municipalidad Talgua, Lempira 

Miguel Moratalla Líder de Comunidad de los Mangos, Municipio Talgua, Lempira 

Pedro Torres Comunidad Eclesial de Base, Municipio Talgua, Lempira 

Dora Angélica Melgar Presidenta, Patronato Comunal, Municipio Talgua, Lempira 

2010 4 16 10:00 11:00 

1)

PDC PDM
Supervise

2)

5
5

PDC 4 5
PDC

PDC 6
PDM PDM 7 8 9

AECID
40 FOCAL PEC
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2 3 8
FOCAL

3)

1,816 2 3

4)

5)

FOCAL

6)
FOCAL FOCAL

9 3
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16 

José María Saavedra  Alcalde, Municipio Dulce Nombre, Copán (Vicepresidente del CIH) 

Lourdes Paredes Técnico, Unidad Técnica Municipal, Municipalidad Dulce Nombre 

Bessy Yamileth Técnico, Unidad Técnica Municipal, Municipalidad Dulce Nombre 

2010 4 16 14:00 15:00 

FOCAL

2

3

FOCAL

5 PDC

FOCAL

PEC

PTA

PEC FOCAL
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17 

José Bautista Gerente 

Wilson López Responsable de Unidad de Fortalecimiento Institucional 

Ana Ruth Morales Unidad de Fortalecimiento Institucional 

Danilo Mejía Unidad de Fortalecimiento Local 

2010 4 19 9:00 10:00 

CIH

1

3

FOCAL

2 Wilson López

KR
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2

PDM

1

18 298

47 298 6

6 region

3 15

2008 63 2009 94

2
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18 

Pablo Antonio Leiva Presidente, Mancomunidad Munasbar 

Ingrid Interiano Coordinadora, Unidad Tecnica 

2010 4 19 10:00 11:00 

FOCAL 2 Munasbar

FOCAL

FOCAL

PDC PDM

Jorge Calix

JICA

6 2 FOCAL

Munasbar 2002 JICATUYO

USAID FOCAL

FHIS ERP

4

2011 prospuesto participativo

PDM

FOCAL

3
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Conformista

FOCAL
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 129

PCM

PCM
(1)

SWOT

(2) 4 13 9 3
(3) FOCAL
(4)

SWOT
FOCAL

FHIS 2012

FOCAL

4
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